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序     文 

 
ネパール連邦民主共和国では、初等教育の完全普及と教育の質の向上を目的とした「万

人のための教育（EFA）プログラム」（2004 年～2009 年）を実施するなかで、教育行政

の地方分権化と住民参加による学校運営を重要戦略と位置づけています。この方針はEFA
プログラムに続く「スクールセクターリフォーム計画」（2009年～2015年）においても同

様に位置づけられています。 
その具体的な手段としては、地域住民を中心とした学校運営委員会（SMC）の組織化や、

各学校における学校改善計画（SIP）の作成などの制度が導入されています。しかし現実に

は、SMC メンバーや校長・教員等の学校関係者の能力不足、郡や村の行政官等の人員・能

力不足により、これらの制度が十分に機能していない状況にあります。さらに、学校や地

域の能力が不足するなかでの教育行政の分権化は、学校や行政の資金動員の能力の差など

により、学校間、地域間の格差を生じさせており、地域全体で就学率・中退率を改善する

うえでの阻害要因となっています。 
こうした背景のもと、ネパールから学校運営改善を支援する技術協力の要請がなされ、

JICA は2008年2月より3 年間の予定で教育省教育局を主要カウンターパート機関とし、

「小学校運営改善支援」を実施中です。本プロジェクトは、全国75 郡のなかから2郡を選

び、両郡内合計92 校をパイロット校とし、教育局・郡教育事務所の支援のもと、学校や住

民が自分たちのニーズに沿ったSIPを作成しています。 
今般、プロジェクトの中間年にあたり、中間レビューを行うことを目的に、2009年7 月

に調査団を派遣し、ネパール政府や関係機関との間でプロジェクトの進捗状況の確認と今

後の方向性に関する協議を行いました。 
本報告書は、この調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開、さ

らには類似プロジェクトに活用されることを願うものです。ここに、調査にご協力を頂い

た内外関係者の方々に深い謝意を表すとともに、引き続き一層のご支援をお願いいたしま

す。 
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西脇 英隆 
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略 語 表 
 

略語 正式名 日本語 

CASP The Community-based Alternative Schooling 
Project 

子どものためのコミュニテ
ィ主体型ノンフォーマル教
育支援プロジェクト 

DD Deputy Director 副局長 

DDC District Development Committee 郡開発委員会 

DDF District Development Fund 郡開発予算 

DEC District Education Committee 郡教育委員会 

DEO District Education Office 郡教育事務所 

DEP District Education Plan 郡教育計画 

DOE Department of Education （教育省）教育局 

EFA2004-2009 Education for All Program 2004-2009 万人のための教育プログラ
ム 2004-2009 

EMIS Education Management Information System 教育管理情報システム 

HT Head Teacher 校長 

MOE Ministry of Education 教育省（旧教育･スポーツ
省） 

RC Resource Center リソースセンター 

RP Resource Person リソースパーソン 

SHNP School Health and Nutrition Project 学校保健・栄養改善プロジ
ェクト 

SIP School Improvement Plan 学校改善計画 

SISM Support for Improvement of Primary School 
Management 

小学校運営改善支援プロジ
ェクト 

SMC School Management Committee 学校運営委員会 

SS School Supervisor スクールスーパーバイザー

SSRP School Sector Reform Plan スクールセクター改革計画

VDC Village Development Committee 村落開発委員会 

VDP Village Development Plan 村落開発計画 

VEC Village Education Committee 村落教育委員会 

VEP Village Education Plan 村落教育計画 
 





中間レビュー調査結果要約表 
１. 案件の概要 
国名：ネパール連邦民主共和国 案件名：小学校運営改善支援 
分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：人間開発部基礎教育グループ 

基礎教育第一課 
協力金額（レビュー時点）：109,965 千円 

協力期間 (R/D): 2007 年 10 月 17 日 
（2008 年 2 月～2011 年 2 月）

先方関係機関：教育省教育局 

１-１ 協力の背景と概要 
 ネパールの小学校の純就学率は全体で86.8％であり、女子に限れば83.4％にとどまってい

る（2005年、School Level Educational Statistics of Nepal）。また、小学校1年生の50.7％が1年
生修了時点で留年・中退している（2006年、Flash report 1）。この初等教育の完全普及を阻

害している要因については、教員の質の低さや学校施設の不足などだけでなく、貧困や親の

教育に対する意識の低さ、少数民族やカーストの問題なども挙げられる。 
 ネパール教育・スポーツ省（MOES、現教育省）は、初等教育の完全普及と教育の質の向

上を目的とした「万人のための教育（EFA）プログラム」（2004年～2009年）のなかで、教

育行政の地方分権化と住民参加による学校運営を重要戦略と位置づけている。その具体的な

手段として、各学校において地域住民によって組織された学校運営委員会（SMC）が、学校

改善計画（SIP）を作成し、SIPに基づき学校を運営する制度が導入されている。この方向性

は後継プログラムである「スクールセクターリフォーム計画（SSRP）」（2009年～2015年）

にも引き継がれている。 
しかし、現実にはSMCメンバーや校長・教員等の学校関係者の能力が十分でないために、

制度が十分に機能していない状況にある。また、地域の教育データや教育計画に基づく予算

配賦が行われておらず、学校改善に必要な教育予算が確保できない状況が生じている。さら

に、教育行政の分権化は、学校や行政の資金動員の能力の差などにより、学校間、地域間の

格差を生じさせており、国全体で就学率・中退率を改善するうえでの阻害要因となっている。

 このような状況から、ネパール政府から日本に対し、地方教育行政と学校運営の能力強化

についての技術協力の要請が行われた。この要請に基づき、2007 年に第 1 次・第 2 次事前評

価調査団が派遣され、案件形成に必要な情報の収集・分析や同国政府とプロジェクトの実施

についての協議・合意が行われた。そして、2007 年 10 月に JICA ネパール事務所長と MOES
計画局次官との間で実施協議の討議議事録（R/D）が署名・交換された。 
１-２協力内容 
（１）上位目標 

プロジェクト対象地域における初等教育の就学率及び中退率が改善する。  
（２）プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において、政府の支援と住民参加により学校運営が改善される。

（３）成果 

1.住民参加による SMC の学校運営能力が向上する。  

2.郡開発委員会（DDC)、村落開発委員会（VDC)、郡教育事務所（DEO）が技術・財政面

で学校ベースのマネジメントを支援する能力が改善される。  

3.教育・スポーツ省（MOES）、教育局（DOE）が全国的に最低限の教育の質の確保を 

達成するために採用すべき措置（施策・基準）についての提言が策定される。 

（４）投入（評価時点） 
日本側： 
専門家派遣      延べ 6 名 31.46M/M 
ローカルコスト負担  約 21,464 千円  機材供与 約 4,503 千円 



研修員受入       7 名     
相手国側： 
カウンターパート配置 延べ 10 名 執務室・光熱費等   約 700,000 円 

２. 評価調査団の概要 
 調査者 JICA 人間開発部基礎教育グループ次長 

JICA 人間開発部基礎教育グループ基礎教育第一課

JICA ネパール事務所 所員 
オーピーシー株式会社 

江口 秀夫 
江崎 千絵 
柴垣  葉 
池田 悦子 

調査期間 2009 年 7 月 12 日～2009 年 7 月 23 日 
（コンサルタントは 2009 年 7 月 5 日より）

中間レビュー 

３. 評価結果の概要 
３-１ 実績の確認 
3-1-1 成果の達成度 

ほとんどの対象校で住民参加により SIP が作成されており、住民の意識やオーナーシップ

も醸成されている。また、作成した SIP のなかでも費用のかからない活動や低予算でまかな

える活動を実施し始めている対象校も多く、なかにはすでに郡の DEO、DDC、VDC や他 INGO
などに対して、SIP を活用して予算申請を始めている学校もある。この点から、成果１は十

分に達成されつつあるといえる。一方、成果２に関しては、村落教育計画（VEP）と郡教育

計画（DEP）の提出はこの 7 月末の予定であり、学校改善を支援するための SIP、VEP、DEP
の連携強化は進行中であるため、産出はこれからといえる。成果３に関しても、政府への具

体的な提言は、成果１と２の活動を反映して来年度から行われる見通しである。 
 
成果 1:  住民参加による SMC の学校運営能力が向上する。 
（１）不利な立場にいる住民を含めた SMC メンバーを選出している SMC の数 
内部中間評価によると、ジャナジャティやダリットのような不利な立場にいる住民は SMC

メンバーの 42%から 47％を占めており、この割合は両郡にて前年と変わらない。しかし、女

性のメンバーは両郡ともに 20％に満たず、ジェンダーバランスには改善の余地がある。  
（２）コミュニティにおける初等教育の実状を理解している SMC の数 

この指標は測定が困難である。しかしながら、中間レビューチームの現地調査によると、

対象校では、SIP 作成のために、SMC を中心に子どものいる家庭のマッピングや学校の問題

分析を行ったため、コミュニティの教育の実状を把握した内容になったという声が多い。 
（３）コミュニティのニーズを適切に反映した SIP を作成できる SMC の数 
この指標も測定が困難である。しかしながら、過去の SIP は、教室建設や教師の雇用など

学校環境の整備が多かったが、SMC がプロジェクトの研修を受けた後は、費用のかからない

活動や低予算でまかなえる活動が、SIP の内容に加えられるようになった。 
（４）SIP 作成ワークショップへの保護者と地域住民の参加度 
過去においては、学校運営を考え SIP を作成するのは校長だけであった。中間レビュー調

査では、プロジェクトによって、SMC メンバーや PTA メンバーが、SIP の作成過程に参加す

るようになってからは、メンバーが学校運営の重要さに気づき、自らの意見や考えを述べる

ようになっていることがわかった。多くの対象校で、SMC メンバーや保護者たちは、RP や

パートナーNGO の指導のもとに、村のデータを集め、自分たちの問題を分析し、それを解

決するための方法を考え、資金源を探す活動を自分たちで始めるまでになっている。 
（５） 学校の活動を適切に実施、モニター、評価できる SMC の数 

現在、学校は SIP の実施を始めたばかりのところであるため、実施、モニター、評価の適

切性については今後の測定となるが、SMC のミーティング数の頻度自体は、両郡で増加して

いる。また、内部中間評価のサンプル校のすべてが、現在の SIP の実施レベル（18%～44％
が実施済み）に満足している。中間レビュー調査では、ほとんどの学校が、費用のかからな

い活動や低予算でまかなえる活動は始めているものの、予算のかかる活動はまだ実施できて

いないことがわかった。   



（６）保護者会に参加した保護者（と地域住民）の数 
内部中間評価によると、全サンプル校で、保護者会のなかでも、SMC と PTA のミーティ

ングが最も頻繁に開かれている。また、SIP ミーティングも保護者会の一部となっており、

サンプルの 6 校のうち 5 校では、年 3 回開かれている。  
（７）不利な立場にいる住民の保護者会への参加度 

内部中間評価によると、不利な立場にいる住民の保護者会への参加度は、その出席率と発

言率ともに、以前は非常に低かったが、近年、ダリットと女性の参加が増加する傾向にある。

（８）学校の活動への貢献の意志がある保護者と住民の数 
「貢献の意志」については確認が難しいが、この成果は、プロジェクト目標３の指標であ

る「実際の貢献度」によって測定することができる。  
（９）不就学児童と中退児童のための活動を計画・実施した SMC の数 

中間レビュー調査では、多くの学校で、SMC メンバーや親たちによって、不利な立場にい

る子どもたちのために家庭訪問や啓発活動、就学キャンペーンが行われていることがわかっ

た。ダリットの子どもに奨学金を給付するための学校収入活動を行ったり、教育の重要性を

啓発すべく退学した児童の母親を対象にノンフォーマル教育への参加を呼びかけたりして

いる学校もある。  
 
成果 2: 郡開発委員会（DDC）、村落開発委員会（VDC）、郡教育事務所（DEO）が技術・

財政面で学校ベースのマネジメントを支援する能力が改善される。 
 対象地域において、VEP、DEP は作成過程にある。対象 VDC、DDC、DEO において VEP、
DEP の重要性については意識向上がみられるが、VEP、DEP の更新に関する能力開発が今後

必要となる。 
（１） DEO のスクールスーパーバイザー（SS）やリソースパーソン（RP）が教育状況を把

握するために行った集会や学校訪問などの機会の数 
プロジェクトによる影響はまだ確認できない。ただし、内部中間評価によると、ダディン

郡、ラスワ郡とも、DEO が校長会議、SS/RP 会議、スタッフ会議、教員組合会議を開催して

いる。中間レビュー調査では、RP による学校訪問の数はプロジェクト活動開始以降、顕著

に増加しており、ラスワ郡では、以前の 3－4 倍の頻度で学校訪問を行っている RP もいる。

（２）DEO（SS/RP）が不利な立場にいる学校へ行った訪問や助言の数  
内部中間評価によると、SS と RP による不利な立場にいる学校への訪問数は、2008 年、ダ

ディン郡では全校の 43.8%を占めており、ラスワ郡では 27.3%を占めている。SS/RP は、学

校活動をモニターし活性化するために、特に僻地の学校や教師の欠席数の目立つ学校、SMC
活動が機能していない学校、インフラ整備が欠如している学校を訪問している。  
（３）村落開発計画（VDP）における初等教育への予算配賦の割合 
プロジェクトの影響は確認できない。ただし、両郡ともに、VDC 予算の教育に占める割合

が増加傾向にあることは明らかである。特に初等教育への予算割り当ては、2008 年には前年

の 2 倍となっている。  
（４）DEC の会議数 
ダディン郡では、DEC は 4 名のメンバーで結成され、昨年は年 3 回、本年は 12 回の会議

が開かれた。しかしラスワでは、DEC は結成されたものの機能しておらず、本年も昨年も会

議は開かれていない。 
（５）DDC の初等教育への予算配賦の割合 

プロジェクトの影響は確認できない。ただし、国家の識字キャンペーンのため、DDC 予算

内の教育予算は顕著に増加しているが、初等教育に対する予算額はまだ確認できていない。

（６）教育分野のステークホルダー（DDC、DEC、VDC、DEO、他ドナー）の定期的ネット

ワーク会議の数 
内部中間評価によると、ダディン郡では、教育セクターのステークホルダー会議は、

2007/2008 年には、教育関連機関、NGO や INGO、政党代表を招いて年に 2 回開催されてお

り、この状況は、2008/2009 年も同様である。ラスワ郡では、NGO やダリット組織、障害者

組織を招いてのネットワーク会議が、奨学金給付のために 2007/2008 年には年に 1 回開かれ

ている。中間レビューチームは、両郡ともに、DDC/DEO、 VDC/VEC、 DEO 、他関係機



関間のネットワーク活動は定期化しておらず、十分に行われていないことを確認した。  
 

成果 3: 教育・スポーツ省（MOES）、教育局（DOE）が全国的に最低限の教育の質の確保

を達成するために採用すべき措置（施策、基準）についての提言が策定される。 
（１）提案された施策の数、フィージビリティ、質 

プロジェクトによって技術的に支援された「DEPガイドライン」は、すでに全国75郡に配

布されている。このように、今後プロジェクトが開発する「RCプロファイル」や「SIPトレ

ーニングガイド」「VEPファシリテーターガイド」などのマニュアルやフォーマットも改訂

され、DOEにより活用されることが期待される。また、提言には、メディア団体や教員組合、

市民社会を学校改善に巻き込んでいくことが含まれる予定である。 
中間レビュー調査では、プロジェクトはパイロット活動を行うことによって、提言に反映

するべき課題を発見していることがわかった。たとえば、DOEによって学校に供与されるSIP
グラントは、児童数に応じた額で経常経費や教科書代、総務に割り当てられ、ミニマムコス

トが保障されてはいるものの、SIPの全活動を実施するには十分でない。また、SIPとVEP、
DEPの活用の明確な運営方針が中央レベルで決定されておらず、特にVEPの位置づけは明ら

かでない。DEOとDDC、VDCの連携は、SIP実施のためにさらに強化されなければならない

が、それぞれの予算は戦略的に配分されていない。来年度、プロジェクトはネパールの有効

な学校運営のために、これらの状況を改善するための具体的な提言を策定する予定である。
 
3-1-2 プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト対象地域において、政府の支援と住民参加により学校運営が改善される。 
プロジェクト目標は、現時点では達成される見込みがあると判断される。パイロット校と

して 8 つの VDC から 92 校が選定されており（ダディン郡は対象 5VDC の全 68 校、ラスワ

郡では対象 3VDC の全 24 校）、これらの対象校では参加型により SIP が作成され、すでにコ

ミュニティの貢献により、費用のかからない活動や低予算でまかなえる活動が実施され始め

ている。DEO や DDC/DEC と VDC/VEC による技術的財政的支援が今後強化されれば、対象

校は予算を必要とする活動を実施するための資金源を得て、学校改善を推進することができ

よう。 
 
（１）事業期間に計画された年次 SIP の目標が達成された対象地域の学校数 

現時点では、対象校の SMC やコミュニティは年次 SIP の実施を始めたばかりであるため、

まだデータは確認できない。 
（２） 学校運営についての保護者と地域住民の満足度 
内部中間評価のサンプル校である 6 校の調査によると、ダディン郡・ラスワ郡ともに、保

護者と地域住民の満足度は増加している。学校が校長のものではなく、自分たちの学校にな

ったという意識の変化が大きく、住民たちは環境や教師の態度、ミーティングの改善など、

様々な学校の変化に満足している。 
（３）保護者と地域住民からの学校での活動への貢献度（資金、労働力、物資） 
内部中間評価によると、ダディン郡では 2008 年には、資金、労働力、物資ともすべて貢

献が増加している。他方ラスワ郡では、労働力だけが増加し他は減少しており、この理由に

ついてはさらなる分析が求められる。中間レビューチームの現地調査では、プロジェクトに

よるコミュニティ動員により、住民からの資金、労働力、物資の提供は顕著に増加している

様子がみられた。 
（４）学校運営の透明性（学校予算・決算の公表など） 

内部中間評価によると、ラスワ郡では、RPがソーシャルオーディット（コミュニティ、お

もにSMCが行う学校や教師の活動・業績・支出などのチェックを指す）の研修を校長とSMC、
PTAを対象に開始したばかりであり、今のところ学校による監査は行われていない。ダディ

ン郡の1RCでは、すべての学校にソーシャルオーディット委員会が結成されている。とはい

え、サンプル校ではどこも年に1回保護者会を開き、会計報告を公開していることがわかっ

た。中間レビューチームの現地調査によると、SIP活動内に活動のレビュー会合を設けてい

る学校もみられ、正式な監査ではなくとも、簡易な活動レビューを支出報告とともに行って



いる学校もあった。 
（５） 中央・地方政府が技術・財政面において学校運営を支援するためにとった行動の数

政府によってとられた行動の数は、いまのところプロジェクトにより収集・分析はされて

いない。中間レビュー調査では、中央や地方政府による技術的財政的支援はいまだ十分では

なく、多くの学校が予算の必要な活動を実施できていないことがわかった。特に DEO の学

校改善を支援する役割が十分に果されておらず、DDC/DEC や VDC/VED と協働しながら、

教育の質を向上する取り組みがなされていない。ただし、RP の学校訪問の回数は増えてお

り、RP によって資金源の確認やアクセスのための助言が行われている。 
 
3-1-3 上位目標の達成見込み  
プロジェクト対象地域における初等教育の就学率や中退率が改善する。 
データ収集は進行中であり、まだ上位目標の達成について結論を出すには時期尚早であ

る。とはいえ、対象校では不利な立場に置かれた子どもたちの就学を奨励するキャンペーン

や様々な支援活動がコミュニティの貢献により実施されており、これらのプロジェクト活動

は、対象地域における就学率や退学率の改善に資するものと思われる。ほとんどの対象校で

は、SMC や教師、親、児童が率先し、学校に来られない子どもに対し、家庭訪問による両親

の説得、奨学金の配布、文房具の供与などを行っている。 
 
３-２ 評価結果の要約 

5 段階評価の結果は以下のとおり。  

評価基準 評価結果 
 

妥当性 
 

高い 

・ 妥当性は以下の理由から高いと判断される。 
・ EFA 達成は、ネパールと日本双方の政策に打ち出されており、ネパー

ル「スクールセクターリフォーム計画（SSRP）)（2009 年～2015 年）
の基礎教育の章では、教育への平等なアクセスと教育の質の向上が明
記されている。この目標を達成するために、SSRP はコミュニティ参加
による SMC の学校運営能力の強化に力を入れる方針であり、同プロジ
ェクトのアプローチと一致している。 

・ 対象校は、教育の質を高め、未就学・不登校の子どもを減らすために、
学校運営能力を向上する必要があるため、ターゲットグループのニー
ズは、プロジェクト目標と一致している。 

・ プロジェクトの活動から引き出された教訓やグッドプラクティスが、
SSRP の戦略や実施に反映されることが期待される。  

・ プロジェクトの対象地域は、他の JICA 案件や SSRP とのシナジー効果
を考慮して、適切に選定されている。対象 VDC は、地域のニーズや他
地域への普及の広がりを考慮して、郡の関係者により選定された。 

・ 中央、地方、コミュニティレベルの能力開発によるシナジー効果を考
慮した手法は、日本の支援の特徴といえる。コミュニティ活動におけ
るローカル NGO とのパートナーシップと連携も、同プロジェクトの特
筆すべき点である。 

 
有効性 
（予測） 

 
高い 

・ 有効性は以下の理由から、現時点では高いと判断される。  
・ 対象校では、SMC はすでに作成した SIP をもとにコミュニティの貢献

と自助努力により資金のかからない活動や低資金でまかなえる活動を
実施し始めており、今後、地方政府によって、技術的財政的支援が強
化されれば、対象校が資金を得て、SIP のなかで予算を必要とする活動
を実施できる可能性は高いと考えられる。今後の SIP 実施とモニタリ
ングによって、SMC の学校運営能力が高まることが期待されるため、
プロジェクト目標が達成される見込みは高いといえる。  

・ プロジェクトは、コミュニティの参加により SMC が SIP を計画し、資
源を明らかにし、実施、モニタリングしていくことによって、SMC の
学校運営能力が向上することを目指しており、成果とプロジェクト目
標の関係は整合性がある。  

・ コミュニティ啓発活動により、ほとんどの対象校でコミュニティの貢
献は顕著に増加しており、結果として学校の環境や教育の質が向上し



始めている。   
・ プロジェクトは、既存の研修システムで用いられる教材の改善を試み

ており、修正されたマニュアルや教材は、今後、他地域でも DEO や SS、
RP、SMC の能力強化のために有効に活用される見通しである。  

・ 対象郡でのローカル NGO との連携は有効に機能しており、このパート
ナーシップの手法や経験が SSRP の戦略に提言しうるものである。  

・ プロジェクト目標達成のためには、SIP 実施支援や VEP の改定支援、
DEP の改定に重要な役割を果す DEO、SS、RP の能力が、今後の活動
のなかでさらに強化される必要がある。DEO については、対象校の抱
える教育の質の問題を解決するために、学校に技術的支援を行い学校
間の格差を埋める努力がさらに求められよう。  

 
 

効率性 
 

適正 
 
 
 

・ 投入量と成果達成の関係から、効率性は適正であると判断される。 
・ 成果 1 は、SMC の意識向上によりほとんどの対象校でコミュニティの

ニーズを反映した現実的な SIP が作成され、すでに資金のかからない
活動や低資金でまかなえる活動から実施が開始されている。資金源を
求めて積極的に動く学校もあり、十分に成果の産出が行われている。
成果２は、SIP、VEP、DEO の連携と整合性の強化をはかるべく活動中
であり、対象地の VEP と DEP は改定の過程にある。成果３は、成果１
と２の結果をもとに、来年から具体的に提言がはかられる予定である。

・ SIP を実施するための財源にアクセスする機会や技術が、SMC にはい
まだ不足している。DEO による SIP のレビューとフィードバック、
DEO、DDC、VDC による SIP 支援のためのネットワーク活動、学校間
での情報交換と SIP 実施のグッドプラクティスの共有などの活動が、
今後の効率性の向上のために求められる。 

・ コストパフォーマンスの点では、 専門家、機材、研修、先方からの施
設提供の量、質、タイミングともに適切であった。パートナーNGO の
現場での DEO、SS、 RP との協働も、プロジェクト活動の効率性に大
いに貢献した。ただし、特に郡レベルでキーとなるカウンターパート
の異動は、プロジェクト活動に影響を与えている。  

・ 子どものためのコミュニティ主体型ノンフォーマル教育支援プロジェ
クト（CASP）、学校保健・栄養改善プロジェクト（SHNP）、学校建設
案件など他の JICA 案件との情報交換や協働が、プロジェクトの効率を
上げている。DEP 支援に関しては、ワールド・エデュケーション（World 
Education）と対象郡を同じくするため、密な情報交換を行っている。 

 
インパクト 
（予測） 

 
中程度 

・ インパクトは、上位目標の達成見込みからみて、現時点では中程度と
判断される。対象校が作成した SIP には、不利な立場に置かれた子ど
もたちを学校に通わせるための様々な活動が計画されており、多くの
学校が、SMC や教師、PTA による就学キャンペーン、家庭訪問、奨学
金供与、文房具の配布などをすでに実施している。この点からみて、
対象校による活動は現地の就学率や退学率の改善に貢献することが予
測される。しかし、対象地域の貧困状況や地方分権化の動向を考慮す
ると、上位目標を達成する見込みは不確実である。  

・ 上位目標を達成するためには、学校運営改善を支援し、VEP と DEP を
作成する役割を果すはずの DDC/DEC や VDC/VEC が十分に機能して
いない。  

・ SSRP 開発予算の 3.5% が地方レベルの能力開発に割り当てられること
になっており、プロジェクトの学校運営の能力開発のアプローチがこ
こに反映されることが期待される。  

・ 他のドナーに対しても、現場の経験をふまえたプロジェクトの SMC 能
力強化のアプローチが影響を与えることが期待される。  

・ コミュニティでは、すでにプロジェクトによるポジティブなインパク
トが発現している。例えば、住民の教育意識が上がり、将来の展望に
ついて考えるようになったこと、教師と親の関係が良好になり、教師
の職務態度が改善されたこと、児童たちも、不登校児の家庭訪問、学
校改善活動などに参加するようになり、より規律が守られるようにな
ったこと、などである。プロジェクト・デザインに社会包摂が統合さ
れているため、現在のところ、コミュニティに対する負のインパクト



は見受けられない。 
 

自立発展性 
（見込み） 

 
中程度 

・ 自立発展性は、以下の理由から現時点では、中程度であると判断され
る。  

・ SSRP2009-2015 がプロジェクトのアウトカムを支援していく見込みで
ある。 

・ MOE と DOE は、プロジェクトのモデルを他地域に普及していくこと
を考えており、DOE はすでに、プロジェクトの支援した DEP ガイド
ラインを承認し、全 75 郡に配布している。  

・ RC レベルと学校レベルで、RP や SMC の運営能力や組織能力は向上し
ているが、DEO の指導能力はさらに強化が求められる。SIP の支援に
加えて、VEP と DEP の連携推進に関しても、DEO の働きは十分ではな
い。DEO や SS の学校改善支援は十分とはいえないが、RP のなかには、
自分の担当 RC のプロジェクト対象外の学校に対して、プロジェクトで
開発された SIP の研修教材やフォーマットを配布している者もいる。 

・ RC レベルと学校レベルでは、住民や教師などが学校運営の改善を十分
に認識し始めたため、オーナーシップは醸成され始めている。しかし、
DOE や DEO からの技術的財政的支援はいまだ十分とはいえない。 

・ DOE による SIP 予算は、ノンサラリー経常経費などの名目で今後増加
され、継続的に学校の児童数に応じて配布されていく見込みである。 

・ 対象郡では、DDC や VDC の教育に対する予算割り当ては増加してい
く傾向であるが、SIP 実施のために同予算を使えるかどうかは、それぞ
れの学校の SMC の能力にかかっているのが現状である。 

 
３-３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 
・プロジェクトは既存の研修システムで用いられる教材の改善を試みているため、プロジェ

クトの経験をもとに修正されたマニュアルや教材は、ネパールの他地域でも十分に有効に活

用できるように計画されている。 
（２）実施プロセスに関すること 
・ローカル NGO と協働してコミュニティ動員を行うことにより、対象校の学校改善のため

に非常に有効に機能している。 
 
３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること 
・地方分権化が進行中であり、DDC、DEC、VDC、VEC が完全に機能しておらず、コミュ

ニティによる学校運営改善に対する支援が有効に行われていない。 
（２）実施プロセスに関すること 
・郡レベルで DEO と SS、RP の異動が行われ、経験の蓄積が行われにくい状況がうまれて

いる。 
 
３-５ 結論 
今回の調査結果に基づき、合同レビュー調査団は特にコミュニティレベルにおいて、参加

型の SIP 作成を通じて、学校運営改善に対するオーナーシップの醸成やコミュニティの貢献

が増え、SMC、コミュニティの能力が確実に高まっていることを確認した。また、コミュニ

ティによる学校改善を進めていくうえで、コミュニティに一番近い存在である DEO、SS、
RP がキーパーソンであり、彼らのさらなる能力強化こそがコミュニティと行政が協働でプ

ロジェクト目標を達成していくうえで重要であることが再確認された。しかしながら、プロ

ジェクトの活動（研修やモニタリング活動）を通じて DEO、SS、RP の能力向上は行われて

いるものの、DEO、SS、RP の人事異動や人員配置の不足、柔軟な予算の不足が組織として

の能力を生み出すには至っていない。 
ネパールは地方分権化に向かう過程にありその機運が高まっているが、選挙が行われてい

ないことから、DDC、DEC 、VDC、VEC が完全には機能しておらず、コミュニティが学校

を改善していこうとするボトムアップのニーズに必ずしも応えることができていない状況

にある。 



しかしながら、プロジェクト後半の活動において、プロジェクト前半で作成されてきた SIP
の実施、モニタリングに向けたさらなる SMC やコミュニティの能力強化、SMC やコミュニ

ティをファシリテーションする DEO（SS/RP）の能力強化、DDC/DEC、VDC/VEC との連携

強化が行われることにより、プロジェクト目標は達成されると合同調査団は考える。 
折りしも本合同レビューが開始された時に、2009 年から 7 カ年の教育セクターの方向性を

定める SSRP が承認された。このプログラムにおいて、SMC の能力強化や DEO による技術

的なバックストップの重要性が指摘されており、本プロジェクトの成果がこのようなネパー

ル政府の重要課題に資することを合同レビュー調査団は期待する。 
 
３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
（１）グッドプラクティスの共有 
 今般の調査を通じて、SIP の実施に向けた活動（特にお金のかからない活動）が行われて

いることが確認できた。これら活動のグッドプラクティスを DEO（SS/RP）が中心となって

収集、分析し、彼らの日常のスーパービジョンに活用するとともに、SMC 間での学びあいの

場を設定することが提言される。 
（２）地方自治体との連携強化 
 お金のかからない SIP の実施が進むなか、SMC のやる気を高めるためにも今後お金のかか

る活動（主に教室や衛生施設など）についての資金手当が重要である。地方分権化の過程に

おいて、地方自治体におけるこれら予算は増加する傾向にあり、今後は DEO、SS、RP を中

心に SMC がこれら資金にアクセスできる道筋をつけることが重要である。したがって、SIP、
VEP、DEP の計画のリンケージの強化とともに、実際にお金がコミュニティに配賦されるよ

うさらに DOE と地方自治体との連携強化が行われていくことが提言される。 
（３）SISM の成果を生かした研修内容の改善に向けた取り組み 
 SISM で行われた研修はコミュニティの意識向上に大いに役立ち、SIP の質の改善や SIP 実

施に向けたコミュニティによる貢献の度合いが増している。MOE と DOE は SSRP 実施の枠

組みにおいて、これら成果、特に研修プログラム、予算手当て、研修に従事するスタッフの

養成について検討することが提言される。 
（４）SIP 実施支援に向けた DEO、SS、RP の取り組み 
 SMC、コミュニティによる SIP 実施が進むなか、教育の質の問題など、コミュニティ間に

共通し、コミュニティだけでは解決できない事項（技術的、財政的）については、DEO、SS、
RP による介入が必要となる。よって、本プロジェクト期間でこれら事項への取り組みにつ

いて、DEO、SS、RP の役割を明確にするとともに、パイロット事業の実施を通じて、彼ら

の能力をさらに強化することが提案される。 
（５）DOE、DEO の役割 
 地方分権化政策において、教育開発における地方自治体の役割が大きくなり、コミュニテ

ィが学校運営改善において積極的な役割を果たすことは自明のことである。しかしながら、

引き続き教育の質や平等を確保するにあたって、DOE、DEO が果たすべき役割や責任は重要

かつ大きい。その意味で、DEO がコミュニティのニーズを十分分析し、DOE がそれらを中

央のビジョン、政策、ガイドラインに反映させ、DOE から DEO に、DEO からコミュニティ

に具体的なメッセージとして提示していくことが望まれる。そこで、本プロジェクトの実践

を通じた現場での学びを着実に蓄積、分析し、今後予定されている成果３に反映されること

が提言される。 
（６）教育省内や教育セクターのドナーコミュニティとの SISM 成果の共有 
 SSRP が開始されるにあたり、ネパール政府と各ドナーの間ではキャパシティディベロッ

プメントへの関心が高まっている。そのような状況下、SISM で取り組んでいるキャパシテ

ィディベロップメントの成果が関係者間のディスカッションにおいて共有され、今後策定さ

れるキャパシティディベロップメントプランに反映されることが肝要である。したがって、

MOE、DEO が中心となりプロジェクトの情報や教訓、知見を MOE 内、その他関係政府機関

やドナーと共有していくことが提案される。 
（７）制度化について 
 プロジェクトの経験が制度化されていくには、人事異動を克服してプロジェクトの経験が



確実に引き継がれていくことが肝要であり、中央レベルでの学校運営に関与する他部署のさ

らなる関与が増えることも提言される。 
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第 1 章  評価調査の概要  

 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 ネパール連邦民主共和国の小学校の純就学率は全体で86.8％であり、女子に限れば83.4％にとどま

っている（2005年、School Level Educational Statistics of Nepal）。また、小学校1年生の50.7％が1年生

修了時点で留年・中退している（2006年、Flash report 1）。この初等教育の完全普及を阻害している

要因については、教員の質の低さや学校施設の不足などだけでなく、貧困や親の教育に対する意識の

低さ、少数民族やカーストの問題なども挙げられる。 
ネパール教育・スポーツ省（MOES、現教育省）は、初等教育の完全普及と教育の質の向上を目的

とした「万人のための教育（Education for All、EFA）プログラム」（2004年～2009年）のなかで、教

育行政の地方分権化と住民参加による学校運営を重要戦略と位置づけている。その具体的な手段とし

て、各学校において地域住民によって組織された学校運営委員会（School Management Committee、
SMC）が、学校改善計画（School Improvement Plan、SIP）を作成し、SIPに基づき学校を運営する制

度が導入されている。しかし、現実にはSMCメンバーや校長・教員等の学校関係者の能力が十分で

ないために、制度が十分に機能していない状況にある。また、地域の教育データや教育計画に基づく

予算配賦が行われておらず、学校改善に必要な教育予算が確保できない状況が生じている。さらに、

教育行政の分権化は、学校や行政の資金動員の能力の差などにより、学校間、地域間の格差を生じさ

せており、国全体で就学率や中退率を改善するうえでの阻害要因となっている。 
 このような状況から、ネパール政府から日本に対し、地方教育行政と学校運営の能力強化について

の技術協力の要請が行われた。この要請に基づき、2007年に第1次・第2次事前評価調査団が派遣され、

案件形成に必要な情報の収集・分析や同国政府とプロジェクトの実施についての協議・合意が行われ

た。そして、2007年10月にJICA ネパール事務所長とMOES計画局次官補との間で実施協議の討議議

事録（R/D）が署名・交換された。 
 

 このR/Dに基づき、本プロジェクトは教育局（Department of Education、DOE）をカウンターパート

（C/P）機関として、2008年2月から2011年2月までの3年間の予定で実施されており、これまで6名の

短期専門家（総括／教育行政、地方教育行政／財政1、地方教育行政／財政2、学校運営、モニタリン

グ・評価、業務調整）を複数回派遣してきた。 
 2009 年度はプロジェクト中間年にあたるため、相手国政府関係者とこれまでの実績を確認し、評

価 5 項目の観点からレビューを行い、プロジェクトの残り期間の課題と今後の方向性について確認し、

合同レビュー報告書に取りまとめ、合意することを目的に中間レビュー調査団を派遣した。 
 

１－２ プロジェクト概要 
 

上位目標 プロジェクト対象地域における初等教育の就学率及び中退率が改善す

る。 

プロジェクト目標 プロジェクト対象地域において、政府の支援と住民参加により学校運

営が改善される。 
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成 果 1. 住民参加による SMC の学校運営能力が向上する。  
2. 郡開発委員会（DDC)、村落開発委員会（VDC)、郡教育事務所（DEO）

が技術・財政面で学校ベースのマネジメントを支援する能力が改

善される。  

3. 教育・スポーツ省（MOES）、教育局（DOE）が全国的に最低限の

教育の質の確保を達成するために採用すべき措置（施策・基準）

についての提言が策定される。 

 

１－３ 調査団の構成と調査期間 
（１） 調査団の構成 

１） 総括／団長：江口 秀夫  JICA 人間開発部 次長 
２） 評価計画 ：江崎 千絵  JICA 人間開発部基礎教育グループ基礎教育第一課 
３） 協力計画 ：柴垣  葉  JICA ネパール事務所 所員 
４） 評価分析 ：池田 悦子  オーピーシー株式会社 コンサルタント 

＊ 正式な団員ではないが、「Mission Coordination」として JICA ネパール事務所 Program 
Officer のクリシュナ･ラムサル（Krishna Lamsal）所員も参団。 

 
（２）調査期間  

評価分析団員は平成 21 年 7 月 12 日から 7 月 23 日の 9 日間。 
  （評価分析団員は 7 月 5 日から 7 月 23 日の 19 日間） 

日 行  程 

7/6 月 

（池田団員の情報収集は 7 月 6 日より開始） 
柴垣所員、ラムサル所員との打ち合わせ 
会合／インタビュー； 
- 教育局局長（Mr. Mahashram Sharma）、プロジェクトダイレクター（Mr. 
Bishunu Devkota） 

7/7 火 
会合／インタビュー；SISM 日本人チーム 
ラスワ郡へ移動 

7/8 水 

会合／インタビュー； 
- ラスワ郡教育事務所長 

- VDC セクレタリー、VDC メンバー、パートナーNGO「SEARCH NEPAL」、
SMC 議長、SMC メンバー 

7/9 木 
会合／インタビュー；校長、教員、児童、PTA 
カトマンズへ移動 

7/10 金 

会合／インタビュー； 
- 教育局プログラム･予算セクション副局長／プロジェクトマネージャー

（Project Manager, Mr. Hari Lamsal）  
- 教育局プログラム･予算セクションオフィサー／トレーニングタスクフォ

ースメンバー（Mr. Meghnath Sharma）  
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7/11 土 
会合／インタビュー；ラスワ郡 SS、RP 
レポート作成 

7/12 日 レポート作成 

7/13 月 

会合／インタビュー； 
- 前ダディン郡教育事務所長（Ms. Rajya Laxmi Nakarmi） 
- NGO「World Education」 
江口総括、江崎団員到着 
JICA ネパール事務所長表敬、団内打ち合わせ 

7/14 火 

教育省次官補表敬（Mr.Arjun Bhandari, Dr. Lava Deo Awasthi）  
会合／インタビュー； 
- 学校運営セクション副局長（Mr. Niva Raj Joshi） 
- 教育管理情報システムオフィサー（Mr. Shanker Thapa） 

7/15 水 

ダディン郡へ移動 
会合／インタビュー； 
- ダディン郡教育事務所長、SS、RP 
- Muralibhanjyan VDC 訪問 

7/16 木 

会合／インタビュー； 

- ダディン郡地方開発オフィサー 
- Sunaula Bazar VDC の Bhairavi 小学校訪問 
-パートナーNGO「AASAMAN NEPAL」 
カトマンズへ移動 

7/17 金 
会合／インタビュー； 

海外援助調整セクション（SSR 担当） 
団内打ち合わせと特別会合準備 

7/18 土 団内打ち合わせとレポート作成 

7/19 日 ネパール側レビューチームと SISM チームとのミニッツ協議 

7/20 月 リードドナー（デンマーク大使館 Mr. Ove）との会合 

7/21 火 
特別会合とミニッツ署名 
JICA ネパール事務所長への報告 

7/22 水 在ネパール日本大使館への報告 

 
１－４ 主要面談者 
 今回の調査における主要面談者は以下のとおり。 

 
教育省（Ministry of Education） 
Mr. Arjun Bahadur Bhandari Joint Secretary, MOE  
Dr. Lava Dev Awasthi   Joint Secretary, MOE 
Dr. Lekhnath Poudel  Under Secretary, MOE 
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Mr. Diwakar Dhungel  Under Secretary, MOE 
 
教育局 (Department of Education) 
Mr. Mahashram Sharma  Director General, DOE 

Mr. Bishnu K. Devkota  Director, DOE 
Mr. Hari P. Lamsal  Deputy Director, DOE 
Mr. Niva Raj Joshi  Deputy Director, DOE 
Ms. Rajya Laxmi Nakarmi Deputy Director / Former DEO of Dhading 
Mr. Meghnath Sharma  Section Officer, DOE 

 
ラスワ郡教育事務所 (Rasuwa District Education Office) 
Ms. Rama Aryal   Acting District Education Officer, Rasuwa DEO 
Mr. Baikuntha P. Jha  School Supervisor, Rasuwa DEO 
Mr. Druba Prasad Lamichhane Resource Person, Rasuwa DEO 
Mr. Santosh Lal Shrestha  Resource Person, Rasuwa DEO 
Mr. Ram Prasad Pandey  Resource Person, Rasuwa DEO 

 

ラスワ郡内村落開発委員会 
Mr. Tikam Bahadur Shahi VDC Secretary, Dhaibung Kalika VDC, Rasuwa 

 
ダディン郡教育事務所（Dahding District Education Office） 
Mr. Man Bahadur Chhetri District Education Officer, Dahding DEO 

Mr. Bed Hari Dahal  School Supervisor, Dahding DEO 
Mr. Lal Bahadur Pandey  School Supervisor, Dahding DEO 
Mr. Dipak Sigdel   School Supervisor, Dahding DEO 
Mr. Krishna K. Shrestha  School Supervisor, Dahding DEO 
Mr. Krishna Raj Adhikari  Resource Person, Dahding DEO 
Mr. Bhupendra Shrestha  Resource Person, Dahding DEO 

Mr. Basanta Silwal  Resource Person, Dahding DEO 
Mr. Arjun Bahadur Rijal  Resource Person, Dahding DEO 
Mr. Babu Krishna Shrestha Resource Person, Dahding DEO 

 
ダディン郡内村落開発委員会 
Mr. Baikuntha P. Lamsal  Former VDC Secretary/VEC Coodinator,  

    Muralibhanjyang VDC 

 
SISM プロジェクトのパートナーNGO 
《SEARCH NEPAL-ラスワ郡》 
Mr. Pemba Sherpa   Program Officer, Search Nepal 
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Mr. Riseshwor Paudyal  District Supervisor, Search Nepal 
Mr. Govinda Magar  Social Mobilizer, Search Nepal 
《ASAMAN NEPAL-ダディン郡》 
Mr. Dineshwor Shah  Team Leader, Asaman Nepal 
Mr. Punya P. Pokharel  Field Coordinator, Asaman Nepal 
Mr. Ram Naresh Raut  Field Coordinator, Asaman Nepal 
Ms. Radhika Adhikari  Social Mobilizer, Asaman Nepal 
Mr. Prakash Shrestha  Social Mobilizer, Asaman Nepal 
 

その他 NGO 
Ms. Radha Koirala   Program Officer, World Education International 

 
SISM プロジェクトチーム 
石田 洋子   総括／教育行政 
渡辺 真実   地方教育行政／財政 I 
鶴田 厚子   学校運営 

Mr. Khagendra Subba  ネパール人コーディネーター 
Mr. Bishnu Acharya 

 
在ネパール日本大使館 
半井 麻美   三等書記官 
 
JICA ネパール事務所 
丹羽 憲昭   所長 
福田 義男   次長 
柴垣  葉   所員 
竹内 麻衣子   所員 
Mr. Krishna Lamsal  プログラムオフィサー 
 
 

１－５ 団長所感  
 本プロジェクトは、学校運営改善をプロジェクト目標として設定し、成果１として「学校改善計画

（SIP）をコミュニティが参加型で作成すること」、成果２として「地方教育行政機関が学校改善計画

を支援すること」という 2 つのコンポーネントからアプローチし、これらの実践活動と活動の結果と

して導き出される変化を分析して、ネパールの教育政策・教育計画において有効な学校運営改善の戦

略・方法論のモデルを成果３として提言しようとするものである。 
プロジェクト開始から 1 年半が経過し、現時点では計画通り順調に進行しており、特に成果１の関

連の SIP 作成段階に関しての支援の結果として多くの学校でコミュニティの参加により計画が作成

され、一部その活動が実践され始めていることが今回確認されたことは、前述のとおりである。計画
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段階における行政サイドから学校・コミュニティへの関与に関しても、プロジェクト活動の一環とし

てスクールスーパーバイザー（School Supervisor;SS）やリソースパーソン（Resource Person;RP）への

能力強化が図られており、今後さらに SMC が作成した改善計画を実際に実施する段階での技術的財

政的な支援に移行するなかで、地方行政側にいっそうの能力強化が求められることになり、すなわち

成果２に関連してのプロジェクト後半の中心的課題となってくる。コミュニティの参画という観点に

関して、プロジェクト支援による行政からの働きかけにより比較的早期にかつ容易に参加度合いが高

まるが、行政の能力強化という点では、能力向上に一定の時間を要すること、行政側の人員不足や計

画実施に必要とされる基本的な技術的知識や資金の不足、予想される人事異動などの要因から、困難

が予想されるところである。しかし、現実的で効果的なアプローチ探求のためには、プロジェクトと

してはこれら要因も考慮にいれつつネパール側へ働きかけ、ネパール教育省（Ministry of Education、

MOE）の中央・地方組織が主体的に活動を推進するよう支援する活動を実施する必要がある。 
 中間レビューに先立ち、プロジェクト側が独自に内部中間評価を実施して、プロジェクト・デザイ

ン・マトリックス（PDM）上の指標に基づき、データ収集・分析を行っている。この過程で、指標

の定義や設定に関して、あいまいな指標、収集が難しいもの、他の指標と同義のものなどが明らかに

なったことから、一部の指標の整理作業をした。あわせて、具体的な数値目標の設定も試案を作成し

た。これらについては、ネパール側関係機関との合意形成も必要であるとの指摘もあり、ミニッツに

は指標検討の必要性を指摘するにとどめ、プロジェクトの定例会議の場で再検討してもらうことを依

頼することとした。これら指標の具体的設定は、成果１，２の有効性を実証するものであり、指標を

検証する作業を行うことそのものが、教育施策の有効性を確かめるという行政実施能力の強化につな

がるものと考えられる。 
 

 ネパール側は、地方分権化の流れもあり、教育の現場である学校・コミュニティ単位での課題解決

という方向性を示しているが、すべてのことを地方行政や学校・コミュニティに任せてしまう行き過

ぎの面が生じることの懸念がある。すべてのひとのための教育、女子教育の重要性といった国家教育

政策としての重要課題や方向性は、教育省―地方教育行政機関のラインでメッセージと戦略を示して

それに基づいて学校計画が作成され、さらに学校・コミュニティ固有の課題が盛り込まれるというの

が本来の姿であり、行政側の責任と役割およびそれを果たすための能力向上という観点は今後の議論

になるものと思われる。最末端の学校・コミュニティ任せにしてしまうことは、教育を取り巻く諸条

件や環境が非常に異なるネパールにおいては、学校間格差を拡大し、位置や規模、コミュニティの貧

困度合いが高く、最初から不利な立場にある学校に対して必要な配慮がなされなくなる恐れがある。

公教育を提供する立場からは、教育の公平性という観点から不利な立場にある人々に対する特別な配

慮の観点も必要である。 
また、コミュニティ側だけでは発想できない課題や解決策があり、それらの観点については、支援

する日本側の経験や知識が導入され活用される領域があるものと考えられる（たとえば、学校保健、

教員研修、就学前教育、情操教育、障害を持つ児童への特別支援教育など）。 
 現在、ネパールに対する教育セクターの支援としては、無償資金協力による学校建設、技術協力プ

ロジェクト、ボランティア派遣、草の根技術協力が行われており、これまでも有機的な連携が事務所

により考慮されている。たとえば、学校建設では、本プロジェクトの対象郡であるダディン郡で 6
校程度が対象になる見込みであり、草の根無償の候補としても検討されうると考えられる。ボランテ
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ィア派遣においても、教育省教育統計局とラスワ郡の教育リソースセンター（Resource Center、RC）
には協力隊員が派遣されており、今後パイロット郡である 2 郡への教育セクター関連のボランティア

派遣も計画されており、教員研修センターへのシニアボランティアの派遣もあることから、本プロジ

ェクトと関連する分野に対するボランティア事業とのよりいっそうの連携が期待される。学校保健プ

ロジェクトも開始されたところであり、パイロット郡は違うものの、情報交換等の取り組みにより双

方のプロジェクト活動の促進につながることが期待される。 
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第２章 中間レビューの方法 

２－１ レビューの方法 
本評価調査は、「JICA 事業評価ガイドライン・改訂版、プロジェクト評価の実践的手法」に基づき、

日本、ネパール双方から選出された評価メンバーによって実施された。PDM と活動計画（PO）に基

づき、プロジェクトの計画と中間レビュー時点のプロジェクトの状況を比較し、プロジェクトが成果

を発現しているかを評価した。具体的には以下の 3 点である。 
(1) PDM の指標に基づいたプロジェクトの実績の検証 
(2) 実施プロセスの検証 
(3) 評価 5 項目の視点による検証 
 

以上の検証は、本レビュー調査のために作成された評価グリッドをもとに行われた。この評価グリ

ッドは、2007 年 10 月 17 日に結ばれた R/D で同意された PDM とプロジェクトの PO をもとに作成し

た。以下の表１は、PDM の 9 つのロジカルフレームワークを示している。 
 

表 １ PDM のロジカルフレームワーク 

上位目標 プロジェクト目標が達成された結果として、発現が期待される開発

効果で、プロジェクトの方向性を示す。 

プロジェクト目標 プロジェクトの実施により、終了時までに達成が期待されている目

標。 

成果 プロジェクト目標を達成するために実現すべき複数の事項で、活動

の実施により達成される。 

活動 プロジェクトの成果を実現するために、人員、資金、機材などの投

入を効果的に用いて実施する具体的な行動。 

外部条件 プロジェクトの成功のために重要であるが、プロジェクトではコン

トロールできず、かつ生ずるか否か不確かな条件。 

指標 成果、プロジェクト目標、および上位目標の達成度を具体的に示す

基準となる量的、質的な目標値。 

入手手段 指標を検証するためのデータソース。 

投入 プロジェクトの実施のために必要で、援助側、被援助側が提供する

人員、資金、機材、施設など。 

前提条件 プロジェクト開始前に満たされるべき事柄、条件。 

出展：PCM 手法・参加型計画 
 
 

本中間レビュー調査では、プロジェクトの投入実績、活動実績、成果、プロジェクト目標、上位目

標の達成度を把握したうえで、プロジェクトの実施プロセス状況を調査し、これらの情報収集をもと

に評価 5 項目に沿って評価が行われた。評価 5 項目の視点は、下表２のとおりである 
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表２ 評価 5 項目の視点 

妥当性 プロジェクトの実施の必要性、正当性に関する評価 
プロジェクト目標、上位目標が政府開発目標や、ターゲットグループのニ

ーズに合致しているか。また上位目標、プロジェクト目標、成果（アウト

プット）及び投入の相互関連性に整合性があるか。 

有効性 プロジェクトの効果に関する評価 
プロジェクトの実施が、受益者や社会に便益をもたらしているか。成果（ア

ウトプット）及びプロジェクト目標の評価時点での達成状況および将来達

成する見込み。 

効率性 プロジェクトの効率性に関する評価 
プロジェクトの投入と成果（アウトプット）の関係において、資源が有効

に利用されているか。投入の時期、質、および規模は適切であるか。 

インパクト プロジェクトの長期的、波及的効果に関する評価 
プロジェクトが実施されたことのより直接的、間接的な正負の影響が生じ

ているか。また、計画当初に予想されなかったものがあるか。 

自立発展性 プロジェクト終了後の便益・開発効果の持続性に関する評価 
援助の終了後、プロジェクトで発現した効果が持続するか。政策、財政、

組織・制度、技術などの側面において、プロジェクトで実施された活動が

継続的に行われるための基盤・支援があるか。 

参考資料：JICA 事業評価ガイドライン・改訂版、プロジェクト評価の実践的手法 
 

２－２ 評価のプロセス 

本中間レビューチームの到着前に、プロジェクトでは内部中間評価調査を行い、2 郡のサンプル校

6 校での調査結果をもとに報告書をまとめた。この報告書の内容も、本レビューの 5 段階評価には反

映されている。 
 

２－３ データ分析 
本評価では、評価分析のために定性的・定量的データを以下の方法で収集した。 

（１）プロジェクト関係書類のレビュー 
 

（２）主要関係者への質問票配布と受領 
プロジェクト専門家、教育局、郡教育事務所、パートナーNGO 
 

（３）主要関係者へのインタビュー 

プロジェクト専門家、教育省、教育局、郡教育事務所（District Education Office、DEO）、郡開発委

員会（District Development Committee、DDC）の地方開発オフィサー、VDC セクレタリー、パート

ナーNGO、プロジェクトのナショナルスタッフ、開発パートナー 
 

（４）主要関係者へのフォーカスグループ・ディスカッション 
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村落開発委員会（Village Development Committee、VDC）、村落教育委員会（Village Education 
Committee、VEC）、SS、RP、SMC、PTA、校長、教師、児童  
 

（５）現場視察 

 ラスワ郡、ダディン郡の対象小学校と村落。DEO、DDC、VDC、パートナーNGO 事務所。 
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第３章 プロジェクトの実績 

３－１ 投入実績 
日本とネパール双方の投入は、R/D に基づいて以下のとおり行われた（2009 年 6 月時点）。 

 

（１）日本側 
①６名の日本人専門家（チームリーダー/教育行政、地方教育行政・財政 I, 地方教育行政/財政 II、学

校運営、モニタリング・評価）が配置された（ミニッツ添付 5 参照）。  
②2009 年、７名のカウンターパートが本邦研修に参加した（ミニッツ添付 7 参照）。 
③プロジェクト一般経常経費（学校改善計画・村落教育計画・郡教育計画研修、 隔月会議、NGO 支

払い）と事業経費（人件費、文具、事務用品、事務機器、輸送）に約 17,000,000 ルピーの拠出（ミニ

ッツ添付 8、9 参照）。 
④4 駆車両、バイク、PC 等の機材に約 3,000,000 ルピーの拠出（ミニッツ添付 8、9 参照）。 
 

（２）ネパール側 
①中央レベルで、プロジェクトディレクター（DOE 局長）1 名、プロジェクトマネージャー（プロ

グラム予算セクション副局長）1 名、プロジェクトオフィサー（プログラム予算セクション・セクシ

ョンオフィサー）1 名、学校運営セクションの副局長 2 名を任命。ダディン郡とラスワ郡のそれぞれ

に、DEO1 名が配置された（ミニッツ添付 6 参照）。 
②DOE により、事務所スペースと備品、会議・セミナー室の提供、903,000 ルピーに値する（ミニ

ッツ添付 9 参照）。 
 

３－２ 成果の達成度 
ほとんどの対象校で住民参加により SIP が作成されており、住民の意識やオーナーシップも醸成さ

れている。また、作成した SIP のなかでも費用のかからない活動や低予算でまかなえる活動を実施し

始めている対象校も多く、なかにはすでに郡の DEO、DDC、VDC や他 INGO などに対し、SIP を活

用して予算申請を始めている学校もある。この点から、成果１は十分に達成されつつあるといえる。

一方、成果２に関しては、村落教育計画（Village Education Plan、VEP）と郡教育計画（District Education 

Plan、DEP）の提出はこの 7 月末の予定であり、学校改善を支援するための SIP、VEP、DEP の連携

強化は進行中であるため、産出はこれからといえる。成果３に関しても、政府への具体的な提言は、

成果１と２の活動を反映して来年度から行われる見通しである。 
内部中間評価報告書と中間レビューチームの調査から、それぞれの指標の達成度について、以下の

結果が得られた。 

 
成果 1:  住民参加による SMC の学校運営能力が向上する。 
1-1. 不利な立場にいる住民を含めた SMC メンバーを選出している SMC の数 
内部中間評価によると、ジャナジャティやダリットのような不利な立場にいる住民は SMC メンバ

ーの 42%から 47％を占めており、この割合は両郡にて前年と変わらない。しかし、女性のメンバー

は両郡ともに 20％に満たず、ジェンダーバランスには改善の余地がある。  
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1-2. コミュニティにおける初等教育の実状を理解している SMC の数 
この指標は測定が困難である。しかしながら、中間レビューチームの現地調査によると、対象校で

は、SIP 作成のために、SMC を中心に子どものいる家庭のマッピングや学校の問題分析を行ったた

め、コミュニティの教育の実状を把握した内容になったという声が多い。また、不利な立場にいる住

民も SIP の作成のプロセスに参加したため、SIP の内容は以前と比べて、コミュニティニーズを反映

した現実的で質の高いものになったことが見受けられる。  
 

1-3. コミュニティのニーズを適切に反映した SIP を作成できる SMC の数 
この指標も測定が困難である。しかしながら、過去のSIPは、教室建設や教師の雇用など学校環境

の整備が多かったが、SMCがプロジェクトの研修を受けた後は、費用のかからない活動や低予算で

まかなえる活動が、SIPの内容に加えられるようになった。研修を受けたSMC メンバーは特に、マ

ッピングや問題分析、アクションプラン作成、資源確認とアクセス法、ソーシャルオーディット（コ

ミュニティ参加（PTA）による学校活動・実績チェック）などの知識が役に立ったという。 
 

1-4. SIP 作成ワークショップへの保護者と地域住民の参加度 

過去においては、学校運営を考え SIP を作成するのは校長のみの責任であった。中間レビュー調査

では、プロジェクトによって、SMC メンバーや PTA メンバーが SIP の作成過程に参加するようにな

ってからは、メンバーが学校運営の重要さに気づき、自らの意見や考えを述べるようになっているこ

とがわかった。多くの対象校で、SMC メンバーや保護者たちは、RP やパートナーNGO の指導のも

とに、村のデータを集め、自分たちの問題を分析し、それを解決するための方法を考え、資金源を探

す活動を自分たちで始めるまでになっている。 
 

1-5. 学校の活動を適切に実施、モニター、評価できる SMC の数 
現在、学校は SIP の実施を始めたばかりのところであるため、実施、モニター、評価の適切性につ

いては今後の測定となるが、SMC のミーティング数の頻度自体は、両郡で増加している。また、内

部中間評価のサンプル校のすべてが、現在の SIP の実施レベル（18%～44％が実施済み）に満足して

いる。中間レビュー調査では、ほとんどの学校が、費用のかからない活動や低予算でまかなえる活動

は始めているものの、予算のかかる活動はまだ実施できていないことがわかった。   
 

1-6. 保護者会に参加した保護者（と地域住民）の数 
内部中間評価によると、全サンプル校で、保護者会のなかでも、SMC と PTA のミーティングが最

も頻繁に開かれている。また、SIP ミーティングも保護者会の一部となっており、サンプルの 6 校の

うち 5 校では、年 3 回開かれている。  
 

1-7. 不利な立場にいる住民の保護者会への参加度 
内部中間評価によると、不利な立場にいる住民の保護者会への参加度は、その出席率と発言率とも

に、以前は非常に低かったが、近年、ダリットと女性の参加が増加する傾向にある。 
 

－12－



 

1-8. 学校の活動への貢献の意志がある保護者と住民の数 
「貢献の意志」については確認が難しいが、この成果は、プロジェクト目標３の指標である「実際

の貢献度」によって測定することができる。  
 

1-9. 不就学児童と中退児童のための活動を計画・実施した SMC の数 
中間レビュー調査では、多くの学校で、SMC メンバーや親たちによって、不利な立場にいる子ど

もたちのために家庭訪問や啓発活動、就学キャンペーンが行われていることがわかった。ダリットの

子どもに奨学金を給付するための学校収入活動を行ったり、教育の重要性を啓発すべく退学した児童

の母親を対象にノンフォーマル教育への参加を呼びかけたりしている学校もある。  
 

成果 2: 郡開発委員会（DDC）、村落開発委員会（VDC）、郡教育事務所（DEO）が技術・財政面

で学校ベースのマネジメントを支援する能力が改善される。 
VEP と DEP の作成は、7 月末提出をめどに進行中である。VEP と DEP の連携の重要性については、

プロジェクトの研修によって、対象の DDC、VDC、DEO 間で意識化され、認識されつつあるため、

次のステップは、VEP と DEP の更新、その作業を通した能力強化といえよう。 
 

2-1. DEO（SS/RP）が教育状況を把握するために行った集会や学校訪問などの機会の数 
プロジェクトによる影響はまだ確認できない。ただし、内部中間評価によると、ダディン郡では、

DEO が、校長会議、SS/RP 会議、スタッフ会議、教員組合会議を開催しており、2008 年は前年と比

べると数が増加している。同様に、ラスワ郡でも、DEO が、RP 会議、教員組合会議、試験委員会会

議、調整委員会会議などを開いている。中間レビュー調査では、RP による学校訪問の数は、プロジ

ェクト活動開始以降、顕著に増加しており、ラスワ郡では、以前の 3－4 倍の頻度で学校訪問を行っ

ている RP らもいる。  
 

2-2. DEO（SS/RP）が不利な立場にいる学校へ行った訪問や助言の数  
内部中間評価によると、SS と RP による不利な立場にいる学校への訪問数は、2008 年、ダディン

郡では全校の 43.8%を占めており、ラスワ郡では 27.3%を占めている。SS/RP は、学校活動をモニタ

ーし活性化するため、特に僻地の学校や教師の欠席数の目立つ学校、SMC 活動が機能していない学

校、インフラ整備が欠如している学校を訪問している。  
 

2-3. 村落開発計画（VDP）における初等教育への予算配賦の割合 
プロジェクトの影響は確認できない。ただし、両郡ともに、VDC 予算の教育に占める割合が増加

傾向にあることは明らかである。特に初等教育への予算割り当ては、2008 年には前年の 2 倍となっ

ている。  
 

2-4. DEC の会議数 
ダディン郡では、DEC は 4 名のメンバーで結成され、昨年は年 3 回、本年は 12 回の会議が開かれ

た。しかし、ラスワ郡では、DEC は結成されたものの機能しておらず、本年も昨年も会議は開かれ

ていない。 
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2-5. DDC の初等教育への予算配賦の割合 
プロジェクトの影響は確認できない。ただし、国家の識字キャンペーンのため、DDC 予算内の教

育予算は顕著に増加しているが、初等教育に対する予算額はまだ確認できていない。   
 

2-6. 教育分野のステークホルダー（DDC、DEC、VDC、DEO、他ドナー）の定期的ネットワーク会

議の数 
内部中間評価によると、ダディン郡では、教育セクターのステークホルダー会議は、2007/2008 年

には、教育関連機関、NGOや INGO、政党代表を招いて年に2回開催されており、この状況は、2008/2009
年も同様である。ラスワ郡では、NGO やダリット組織、障害者組織を招いてのネットワーク会議が、

奨学金給付のために 2007/2008 年には年に 1 回開かれている。中間レビューチームは、両郡ともに、

DDC/DEO、 VDC/VEC、 DEO 、他関係機関間のネットワーク活動は定期化しておらず、十分に行

われていないことを確認した。  
 

成果 3: 教育・スポーツ省（MOES）、教育局（DOE）が全国的に最低限の教育の質の確保を達成

するために採用すべき措置（施策、基準）についての提言が策定される。 
 

3-1 提案された施策の数、フィージビリティ、質 
プロジェクトによって技術的に支援された「DEPガイドライン」は、すでに全国75郡に配布されて

いる。このように、今後プロジェクトが開発する「RCプロファイル」や「SIPトレーニングガイド」

「VEPファシリテーターガイド」などのマニュアルやフォーマットも改訂され、DOEにより活用され

ることが期待される。また、提言には、メディア団体や教員組合、市民社会を学校改善に巻き込んで

いくことが含まれる予定である。 
 

中間レビュー調査では、プロジェクトは、パイロット活動を行うことによって、提言に反映するべ

き多くの課題を発見している。たとえば、DOEによって学校に供与されるSIPグラントは、児童数に

応じた額で、経常経費や教科書代、総務に割り当てられ、ミニマムコストが保障されてはいるものの、

SIPの全活動を実施するには十分でない。また、SIPとVEP、DEPの活用の明確な運営方針が中央レベ

ルで決定されておらず、特にVEPの位置づけは明らかでない。DEOとDDC、VDCの連携は、SIP実施

のために、されに強化されなければならないが、それぞれの予算は戦略的に配分されていない。来年

度、プロジェクトは、ネパールの有効な学校運営のために、これらの状況を改善するための具体的な

提言を策定する予定である。 
 

３－３ プロジェクト目標の達成度 
プロジェクト対象地域において、政府の支援と住民参加により学校運営が改善される。 
プロジェクト目標は、現時点では達成される見込みがあると判断される。パイロット校として 8

つの VDC から 92 校が選定されており（ダディン郡は対象 5VDC の全 68 校、ラスワ郡では対象 3VDC
の全 24 校）、これらの対象校では、参加型により SIP が作成され、すでにコミュニティの貢献により、

費用のかからない活動や低予算でまかなえる活動が実施され始めている。DEO や DDC/DEC と

－14－



 

VDC/VEC による技術的財政的支援が今後強化されれば、対象校は予算を必要とする活動を実施する

ための資金源を得て、学校改善を推進することができよう。 
 

（１）事業期間に計画された年次 SIP の目標が達成された対象地域の学校数 
現時点では、対象校の SMC やコミュニティは年次 SIP の実施を始めたばかりであるため、まだデ

ータは確認できない。 
 
（２）学校運営についての保護者と地域住民の満足度 
内部中間評価のサンプル校である 6 校の調査によると、ダディン郡・ラスワ郡ともに、保護者と地

域住民の満足度は増加している。学校が、校長のものではなく、自分たちの学校になったという意識

の変化が大きく、住民たちは、環境や教師の態度、ミーティングの改善など、様々な学校の変化に満

足している。 
 

（３）保護者と地域住民からの学校での活動への貢献度（資金、労働力、物資） 

内部中間評価によると、ダディン郡では 2008 年には、資金、労働力、物資ともすべて貢献が増加

している。他方ラスワ郡では、労働力だけが増加し、他は減少しており、この理由についてはさらな

る分析が求められる。中間レビューチームの現地調査によると、プロジェクトによるコミュニティ動

員により、住民からの資金、労働力、物資の提供は顕著に増加している様子がみられた。校庭の柵や

壁の建設、教室の修復、通学の輸送手段、机や椅子、黒板の修繕、植物や花の栽培、学校式典の企画、

優秀な生徒への表彰、家庭訪問、奨学金供与などが、コミュニティの貢献によって行われており、な

かには学校資金のための収入向上活動を立ち上げたものもあった。 
 

（４）学校運営の透明性（学校予算・決算の公表など） 
内部中間評価によると、ラスワ郡では、RP がソーシャルオーディットの研修を校長と SMC、PTA

を対象に開始したばかりであり、今のところ学校による監査は行われていない。ダディン郡の 1RC
では、すべての学校に、ソーシャルオーディット委員会が結成されている。一般的にラスワ郡では、

ソーシャルオーディットを行っている学校はなく、ダディン郡では、約半分の学校で行われているよ

うである。とはいえ、サンプル校ではどこも年に 1 回保護者会を開き、会計報告を公開していること

がわかった。中間レビューチームの現地調査によると、SIP 活動内に活動のレビュー会合を設けてい

る学校もみられ、正式な監査ではなくとも、簡易な活動レビューを支出報告とともに行っている学校

もあった。 
 

（５）中央・地方政府が技術・財政面において学校運営を支援するためにとった行動の数 
政府によってとられた行動の数は、いまのところプロジェクトにより収集・分析はされていない。

中間レビュー調査では、中央や地方政府による技術的財政的支援はいまだ十分ではなく、多くの学校

が予算の必要な活動を実施できていないことがわかった。特に DEO の学校改善を支援する役割が十

分に果されておらず、また、DDC/DEC や VDC/VED と協働しながら、教育の質を向上する取り組み

がなされていない。ただし、RP の学校訪問の回数は増えており、RP によって資金源の確認やアクセ

スのための助言が行われている。 
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３－４ 上位目標の達成見込み  
プロジェクト対象地域における初等教育の就学率及び中退率が改善する。 
データ収集は進行中であり、まだ上位目標の達成について結論を出すには時期尚早である。とはい

え、対象校では、不利な立場に置かれた子どもたちの就学を奨励するキャンペーンや様々な支援活動

がコミュニティの貢献により実施されており、これらのプロジェクト活動は、現地の就学率や退学率

の改善に資するものと思われる。ほとんどの対象校では、SMC や教師、親、児童が率先して、学校

に来られない子どもに対し、家庭訪問による両親の説得、奨学金の配布、文房具の供与などを行って

いる。 
 

３－５ 実施プロセスの検証 

プロジェクトのマネジメントは、中央レベルで DOE に研修タスクフォースチームを、地方レベル

で隔月会議を設定することで、効率的に行われている。隔月会議では、プロジェクトの進捗や課題が、

DOE、DEO、SS、RP、VDC セクレタリー、プロジェクトチームとパートナーNGO の参加によって

共有されている。意思決定は以上のチーム間で円滑に行われ、日常的には、DOE にてプロジェクト

マネージャーとチームリーダーの間で進められているが、プロジェクト事務所が DOE 内に在ること

もあり、両者のコミュニケーションは良好である。RC や学校レベルでは、RP と VDC、SMC、校長、

パートナーNGO 間のコミュニケーションは良好であり、プロジェクトへの理解が進んでいる。特に

RP は学校を指導し活性化するキーパーソンであるため、プロジェクトへの理解が極めて高い。RC
と学校レベルでは、SMC や教師が、プロジェクトのポジティブな影響を認識しているため、コミッ

トメントやオーナーシップの醸成も比較的進んでいる。  
 一方、実施プロセスにおける問題点もいくつかみられる。中央、地方レベルともにカウンターパー

トの配置は適切ではあるが、DOE のプロジェクトマネージャーが多忙すぎて、打ち合わせや議論の

時間をもつことが難しい。また、郡レベルでは、DEO と SS、RP の異動が多く、プロジェクトの進

捗に影響を及ぼしている。両郡ともに新しく任命された DEO は、プロジェクトのアプローチや目的

を十分理解するには、まだ時間が必要である。また、DEO と VDC、DDC のコミュニケーションは、

SIP の計画、実施、モニタリングのプロセスを指導・支援するためにいまだ十分とはいえない。 
このほかにも、頻繁な停電、ガソリン不足、治安状況、バンダ（道路封鎖）の頻発、政治的不安定

などが、プロジェクト実施に常に影響を与えてきた。  
 

３－６ PDM の見直し 
今般のレビュー調査やプロジェクト関係者との協議結果に基づき、中間レビュー調査団は、下記事

項について現行 PDM の改訂の必要性を確認した。 
下記「（２）指標」については、日本側評価チームと日本人専門家との協議を行い、指標の整理や

ターゲット数値の設定案を作成した。今後、ネパール側 C/P と協議・最終確認をしたうえで、JICA

内の手続きに沿った改訂を行っていく予定である。 
 

（１）外部条件 
 次にあげる外部条件の追記が必要である。 
 ・プロジェクト目標から上位目標につながる外部条件として「コミュニティの経済状況がさらに悪
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化しない」 
 ・活動から成果につながる外部条件として「カウンターパートの頻繁な異動が起きない」 
（２）指標 
 上位目標、プロジェクト目標、成果に関する指標の整理、ターゲット数値の設定を行う必要がある。 
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第４章 中間レビュー結果 

 
４－１ ５項目ごとの評価  

5 項目評価の結果は以下の表 3 のとおり。詳細は、添付資料ミニッツのアネックス 3-3 を参照。 

表３ 5 項目評価の結果 

評価基準 評価結果 
妥当性 

高い 
・ 妥当性は以下の理由から高いと判断される。 
・ EFA 達成は、ネパールと日本双方の政策に打ち出されており、スクール

セクターリフォーム計画（SSRP）（2009 年～2015 年）の基礎教育の章
では、教育への平等なアクセスと教育の質の向上が明記されている。こ
の目標を達成するために、SSRP はコミュニティ参加による SMC の学
校運営能力の強化に力を入れる方針であり、同プロジェクトのアプロー
チと一致している。 

・ 対象校は、教育の質を高め、未就学・不登校の子どもを減らすために、
学校運営能力を向上する必要があるため、ターゲットグループのニーズ
は、プロジェクト目標と一致している。 

・ プロジェクトの活動から引き出された教訓やグッドプラクティスが、
SSRP の戦略や実施に反映されることが期待される。  

・ プロジェクトの対象地域は、他の JICA 案件や SSRP とのシナジー効果
を考慮して、適切に選定されている。対象 VDC は、地域のニーズや他
地域への普及の広がりを考慮して、郡の関係者により選定された。 

・ 中央、地方、コミュニティレベルの能力開発によるシナジー効果を配慮
した手法は、日本の支援の特徴といえる。コミュニティ活動におけるロ
ーカル NGO とのパートナーシップと連携も、同プロジェクトの特筆す
べき点である。 

 
有効性（予測） 
 

高い 

・ 有効性は以下の理由から、現時点では高いと判断される。  
・ いくつかの対象校では、SMC はすでに作成した SIP`をもとにコミュニ

ティの貢献と自助努力により資金のかからない活動や低資金でまかな
える活動を実施し始めており、今後、地方政府によって、技術的財政的
支援が強化されれば、対象校が資金を得て、SIP のすべての活動を実施
できる可能性は高いと考えられる。今後の SIP 実施とモニタリングによ
って、SMC の学校運営能力が高まることが期待されるため、プロジェ
クト目標が達成される見込みは高いといえる。  

・ プロジェクトは、コミュニティの参加により SMC が SIP を計画、実施、
モニタリングしていくことによって、SMC の学校運営能力が向上する
ことを目指しており、成果とプロジェクト目標の関係は整合性がある。

・ コミュニティ啓発活動により、ほとんどの対象校でコミュニティの貢献
は顕著に増加しており、結果として学校の環境や教育の質が向上し始め
ている。   

・ プロジェクトは、既存の研修システムで用いられる教材の改善を試みて
おり、修正されたマニュアルや教材は、今後、他地域でも DEO や SS、
RP、SMC の能力強化のために有効に活用される見通しである。  

・ 対象郡でのローカル NGO との連携は有効に機能しており、このパート
ナーシップの手法や経験が SSRP の戦略に提言される予定である。  

・ プロジェクト目標達成のためには、SIP 実施と VEP と DEP の改定に重
要な役割を果す DEO、SS、RP の能力が、今後の活動のなかでさらに強
化される必要がある。現状では人員不足や能力不足により、SIP、VEP、
DEP の支援が十分に行われていない。DEO については、対象校の抱え
る教育の質の問題を解決するために、学校に技術的支援を行い学校間の
格差を埋める努力がさらに求められよう。  
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評価基準 評価結果 
・ 対象地には、僻地性、格差、基本的なインフラ不足、教師不足、能力不

足などにより、学校運営改善に多大な困難を抱える学校が散見される。
 

効率性 
 

適正 
 
 
 

・ 投入量と成果達成の関係から、効率性は適正であると判断される。 
・ 成果 1 は、ほとんどの対象校で SMC の意識向上によりほとんどの対象

校でコミュニティのニーズを反映した現実的な SIP が作成され、すでに
資金のかからない活動や低資金でまかなえる活動から実施が開始され
ている。資金源を求めて積極的に動く学校もあり、十分に成果の産出が
行われている。成果２は、SIP、VEP、DEO の連携と整合性の強化をは
かるべく活動中であり、対象地の VEP と DEP は改定の過程にある。成
果３は、成果１と２の結果をもとに、来年から具体的に提言が図られる
予定である。  

・ SIP を実施するための財源にアクセスする機会や技術が、SMC にはいま
だ不足している。DEO による SIP のレビューとフィードバック、DEO、
DDC、VDC による SIP 支援のためのネットワーク活動、学校間での情
報交換と SIP 実施のグッドプラクティスの共有などの活動が、今後の効
率性の向上のために求められる。 

・ コストパフォーマンスの点では、 専門家、機材、研修、先方からの施
設提供の量、質、タイミングともに適切であった。パートナーNGO の
現場での DEO、SS、 RP との協働も、プロジェクト活動の効率性に大
いに貢献した。ただし、特に郡レベルでのカウンターパートの頻繁な異
動は、プロジェクト活動に影響を与えている。  

・ CASP、SHNP、学校建設案件など他の JICA 案件との情報交換や協働が、
プロジェクトの効率を上げている。DEP 支援に関しては、World 
Education と対象郡を同じくするため、密な情報交換を行っている。  

 
インパクト（予
測） 
 

中程度 

・ インパクトは、上位目標の達成見込みからみて、現時点では中程度と判
断される。対象校が作成した SIP には、不利な立場に置かれた子どもた
ちを学校に通わせるための様々な活動が計画されており、多くの学校
が、SMC や教師、PTA による就学キャンペーン、家庭訪問、奨学金供
与、文房具の配布などをすでに実施している。この点からみて、対象校
による活動は現地の就学率や退学率の改善に貢献することが予測され
る。しかし、対象地域の貧困状況や地方分権化の動向を考慮すると、上
位目標を達成する見込みは不確実である。  

・ 上位目標を達成するためには、学校運営改善を支援し、VEP と DEP を
改訂する役割を果すはずの DDC/DEC や VDC/VEC が十分に機能して
いない。  

・ SSRP 開発予算の 3.5% が地方レベルの能力開発に割り当てられること
になっており、プロジェクトの学校運営の能力開発のアプローチがここ
に反映される見込みである。  

・ 他のドナーに対しても、現場の経験をふまえたプロジェクトの SMC 能
力強化のアプローチが影響を与えることが期待される。  

・ コミュニティでは、すでにプロジェクトによるポジティブなインパクト
が発現している。例えば、住民の教育意識が上がり、将来の展望につい
て考えるようになったこと、教師と親の関係が良好になり、教師の職務
態度が改善されたこと、児童たちも、不登校児の家庭訪問、学校改善活
動などに参加するようになり、より規律が守られるようになったこと、
などである。プロジェクト・デザインに社会包摂が統合されているため、
現在のところ、コミュニティに対する負のインパクトは見受けられな
い。 

 
自立発展性（予
測） 
 

中程度 

・ 自立発展性は、以下の理由から現時点では、中程度であると判断される。
・ SSRP2009-2015 がプロジェクトのアウトカムを支援していく見込みで

ある。 
・ MOE と DOE は、プロジェクトのモデルを他地域に普及していくことを
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評価基準 評価結果 
考えており、DOE はすでに、プロジェクトの支援した DEP ガイドラ
インを承認し、全 75 郡に配布している。  

・ RC レベルと学校レベルで、RP や SMC の運営能力や組織能力は向上し
ているが、DEO の指導能力はさらに強化が求められる。SIP の支援に加
えて、VEP と DEP の連携推進に関しても、DEO の働きは十分ではない。
DEO や SS の学校改善支援は不十分であるが、RP のなかには、自分の
担当 RC のプロジェクト対象外の学校に対して、プロジェクトで開発さ
れた SIP の研修教材やフォーマットを配布している者もいる。  

・ RC レベルと学校レベルでは、住民や教師などが学校運営の改善を十分
に認識し始めたため、オーナーシップは醸成され始めている。しかし、
DOE や DEO からの技術的財政的支援はいまだ十分とはいえない。ただ
し、DOE による SIP 予算は、ノンサラリー経常経費などの名目で今後
増加され、継続的に学校の児童数に応じて配布されていく見込みであ
る。  

・ 対象郡では、DDC や VDC の教育に対する予算割り当ては増加していく
傾向であるが、SIP 実施のために同予算を使えるかどうかは、それぞれ
の学校の SMC の能力にかかっているのが現状である。 
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第５章 結論 

 
今回の調査結果に基づき、合同レビュー調査団は特にコミュニティレベルにおいて、参加型の SIP

作成を通じて、学校運営改善に対するオーナーシップの醸成やコミュニティの貢献が増え、SMC や

コミュニティの能力が確実に高まっていることを確認した。また、コミュニティによる学校改善を進

めていくうえで、コミュニティに一番近い存在である DEO、SS、RP がキーパーソンであり、彼らの

さらなる能力強化こそがコミュニティと行政が協働でプロジェクト目標を達成していくうえで重要

であることが再確認された。しかしながら、プロジェクトの活動（研修やモニタリング活動）を通じ

て DEO、SS、RP の能力向上は行われているものの、DEO、SS、RP の人事異動や人員配置の不足、

柔軟な予算の不足が組織としての能力を生み出すには至っていない。 
ネパールは地方分権化に向かう過程にありその機運が高まっているが、選挙が行われていないこと

から、DDC、DEC 、VDC、VEC が完全には機能しておらず、コミュニティが学校を改善していこう

とするボトムアップのニーズに必ずしも応えることができていない状況にある。 
しかしながら、プロジェクト後半の活動において、プロジェクト前半で作成されてきた SIP の実施、

モニタリングに向けたさらなる SMC やコミュニティの能力強化、SMC やコミュニティをファシリテ

ーションする DEO（SS/RP）の能力強化、DDC/DEC、VDC/VEC との連携強化が行われることにより、

プロジェクト目標は達成されると合同調査団は考える。 
折りしも本合同レビューが開始された時に、2009 年から 7 カ年の教育セクターの方向性を定める

SSRP が承認された。このプログラムにおいて、SMC の能力強化や DEO による技術的なバックスト

ップの重要性が指摘されており、本プロジェクトの成果がこのようなネパール政府の重要課題に資す

ることを合同レビュー調査団は期待する。 
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第６章 提言 

 
（１）グッドプラクティスの共有 

 今般の調査を通じて、SIP の実施に向けた活動（特にお金のかからない活動）が行われていること

が確認できた。これら活動のグッドプラクティスを DEO（SS/RP）が中心となって収集、分析し、彼

らの日常のスーパービジョンに活用するとともに、SMC 間での学びあいの場を設定することが提言

される。 
 

（２）地方自治体との連携強化 

 お金のかからない SIP の実施が進むなか、SMC のやる気を高めるためにも今後お金のかかる活動

（主に教室や衛生施設など）についての資金手当が重要である。地方分権化の過程において、地方自

治体におけるこれら予算は増加する傾向にあり、今後は DEO、SS、RP を中心に SMC がこれら資金

にアクセスできる道筋をつけることが重要である。したがって、SIP、VEP、DEP の計画のリンケー

ジの強化とともに、実際にお金がコミュニティに配賦されるようさらに DOE と地方自治体との連携

強化が行われていくことが提言される。 
 

（３）SISM の成果を生かした研修内容の改善に向けた取り組み 
 SISM で行われた研修はコミュニティの意識向上に大いに役立ち、SIP の質の改善や SIP 実施に向

けたコミュニティによる貢献の度合いが増している。MOE と DOE は SSRP 実施の枠組みにおいて、

これら成果、特に研修プログラム、予算手当て、研修に従事するスタッフの養成について検討するこ

とが提言される。 
 

（４）SIP 実施支援に向けた DEO、SS、RP の取り組み 
 SMC、コミュニティによる SIP 実施が進むなか、教育の質の問題など、コミュニティ間に共通し、

コミュニティだけでは解決できない事項（技術的、財政的）については、DEO、SS、RP による介入

が必要となる。よって、本プロジェクト期間でこれら事項への取り組みについて、DEO、SS、RP の

役割を明確にするとともに、パイロット事業の実施を通じて、彼らの能力をさらに強化することが提

案される。 
 

（５）DOE、DEO の役割 
 地方分権化政策において、教育開発における地方自治体の役割が大きくなり、コミュニティが学校

運営改善において積極的な役割を果たすことは自明のことである。しかしながら、引き続き教育の質

や平等を確保するにあたって、DOE、DEO が果たすべき役割や責任は重要かつ大きい。その意味で、

DEO がコミュニティのニーズを十分分析し、DOE がそれらを中央のビジョン、政策、ガイドライン

に反映させ、DOE から DEO に、DEO からコミュニティに具体的なメッセージとして提示していく

ことが望まれる。そこで、本プロジェクトの実践を通じた現場での学びを着実に蓄積、分析し、今後

予定されている成果３に反映されることが提言される。 
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（６）教育省内や教育セクターのドナーコミュニティとの SISM 成果の共有 
 SSRP が開始されるにあたり、ネパール政府や各ドナーの間ではキャパシティディベロップメント

への関心が高まっている。そのような状況下、SISM で取り組んでいるキャパシティディベロップメ

ントの成果が関係者間のディスカッションにおいて共有され、今後策定されるキャパシティディベロ

ップメントプランに反映されることが肝要である。したがって、MOE、DEO が中心となりプロジェ

クトの情報や教訓、知見をMOE内、その他関係政府機関やドナーと共有していくことが提案される。 
 

（７）制度化について 
 プロジェクトの経験が制度化されていくには、人事異動を克服してプロジェクトの経験が確実に引

き継がれていくことが肝要であり、中央レベルでの学校運営に関与する他部署の更なる関与が増える

ことが提言される。 
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付
属

資
料

2.
 評

価
グ
リ
ッ
ド
（
和
文
）

 
1:
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

達
成

 
評
価
項

目
 

指
標

 
調

査
結

果
 

上
位
目
標

の
達
成

 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
対

象
地

域

に
お
け
る

初
等
教

育
の

就

学
率
及
び

中
退
率

が
改

善

す
る
。

 
 

1.
 対

象
地

域
に

お
け

る
初

等

教
育

の
純

就
学

率
の

向
上

。

2.
 対

象
地

域
に

お
け

る
初

等
教

育
の

中
退

率
の

改
善

。

・
 
デ
ー
タ
収

集
中
。

  

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
の

達
成

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
対

象
地

域

に
お

い
て

、
政

府
の

支
援

と
住

民
参

加
に

よ
り

学
校

運
営
が
改

善
さ
れ

る
。

 

 

1.
 
事

業
期

間
に

計
画

さ
れ

た
年

次
SI

Pの
目
標
が

達
成

さ
れ

た
対
象

地
域

の
学

校
数

。
 

2.
 
学

校
運

営
に

つ
い

て
の

保
護

者
と

地
域

住
民
の

満
足

度
。

 

3.
 
保

護
者

と
地

域
住

民
か

ら
の

学
校

で
の

活
動
へ

の
貢

献
度
（

資
金
、
労

働

力
、

物
資

）
。

 

4.
 
学

校
運

営
の

透
明

性
（

学

校
予

算
・
決

算
の
公
表

な

ど
）

。
 

5.
 
中

央
・

地
方

政
府

が
技

術
・
財

政
面

に
お

い
て

学

内
部
中
間

評
価
（

サ
ン
プ

ル
校

6
校
）

 
1.

  
対
象
校
は

、
SI

P
実
施
を

始
め
た
ば

か
り
で

あ
る
た

め
、

ま
だ

確
認

で
き

な
い

。
  

2.
  

ダ
デ
ィ
ン

郡
、
ラ

ス
ワ
郡

と
も
に
満

足
度
は

増
加

し
て

い
る

。
 

学
校

運
営
に

対
す
る

コ
ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

満
足

度
 

 
前

回
 

現
在

 

ダ
デ
ィ
ン

・
学
校

 A
 

2 
4 

ダ
デ
ィ
ン

・
学
校

 B
 

2 
4 

ダ
デ
ィ
ン

・
学
校

 C
 

3 
4 

ラ
ス
ワ
・

学
校

 A
 

3 
4 

ラ
ス
ワ
・

学
校

 B
 

無
回

答
 

4 

ラ
ス
ワ
・

学
校

 C
 

無
回

答
 

5 

*評
価

: 1
=非

常
に

不
満

, 2
=不

満
, 3

=ど
ち

ら
で

も
な

い
, 4

=満
足

, 5
=非

常
に

満
足

 
 3.

 ダ
デ
ィ
ン

郡
で
は
、

20
08

年
に
は
、
資
金
、
労
働

力
、
物

資
と

も
す

べ
て

貢
献

が
増

加
し

て
い

る
。
他

方
、
ラ

ス
ワ

郡
で
は
、
労

働
力
だ

け
が
増

加
し

、
他
は
減

少
し
て

お
り

、
こ

の
理

由
に

つ
い

て
は

さ
ら

な
る

分
析

が
求

め
ら

れ
る

。
  

 

２.評価グリッド（和文）
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評
価
項
目

 
指

標
 

調
査

結
果

 
校

運
営

を
支

援
す

る
た

め
に

と
っ

た
行

動
の
数

。

20
07

-2
00

8 年
ダ
デ

ィ
ン
郡
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
貢

献
度
平

均

R
s.

資
金

労
働
力

物
資

そ
の
他

   
20

07
年

60
65

8
26

33
3

13
83

3
10

00

   
20

08
年

61
31

8
28

33
3

20
50

0
35

56
0

7
00
00

20
0
00

50
0
00

40
0
00

30
00
0

10
00
0 0

60
0
00

 
20

07
-2

00
8 年

ラ
ス
ワ
郡
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
貢
献
度
平

均

R
s.

資
金

労
働

力
物

資
そ
の
他

   
20

07
年

18
50

0
33

33
0

76
66

6

   
20

08
年

0
26

66
6

0
0

40
00
0

1
00
00
0

80
00
0

6
00
00

2
00
00 0

 
4.

 ラ
ス
ワ
郡

で
は

、
R

P
が
ソ
ー

シ
ャ
ル
オ

ー
デ
ィ

ッ
ト

の
研

修
を

校
長

と
SM

C
、

PT
A
を

対
象

に
開

始
し

た
ば

か
り

で
あ

り
、

今
の

と
こ

ろ
学

校
に

よ
る

オ
ー

デ
ィ

ッ
ト

は
行

わ
れ

て
い

な
い

。
ダ

デ
ィ

ン
郡

の
１

R
C

で
は

、
全

て
の

学
校

に
、

ソ
ー

シ
ャ

ル
オ

ー
デ

ィ
ッ

ト
委

員
会

が
結

成
さ

れ
て

い
る

。
一

般
的

に
、

ラ
ス

ワ
郡

で
は

、
ソ

ー
シ

ャ
ル

オ
ー

デ
ィ
ッ
ト
を

行
っ
て

い
る
学

校
は

な
く
、
ダ

デ
ィ
ン

郡
で

は
、
約

半
分

の
学

校
で

行
わ

れ
て

い
る

。
D

E
O

に
よ

る
監

査
は

初
等
レ
ベ

ル
で
は

あ
ま
り

実
施

さ
れ
て
い

な
い
（

ダ
デ

ィ
ン

郡
で

23
.1

%
、

ラ
ス

ワ
郡

0）
。

と
は

い
え

、
サ

ン
プ

ル
校
で
は
ど

こ
も
、

年
に
一

度
、

保
護
者
会

を
開
き

、
会

計
報

告
を

公
開

し
て

い
る

こ
と

が
わ

か
っ

た
。

  
  

5.
 

ま
だ
確
認

は
で
き

て
い
な

い
。

V
D

C
に
お
い
て

教
育

予
算

は
増

加
し

て
お

り
、

D
D

C
に

お
い

て
も

国
家

識
字

キ
ャ

ン
ペ
ー
ン
に

よ
り
教

育
へ
の

全
体

予
算
は
増

え
て
い

る
が

、
初

等
教

育
へ

の
予

算
割

り
当

て
は

不
明

で
あ

る
。
政

府
に

よ
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評
価
項
目

 
指

標
 

調
査

結
果

 
っ
て
と
ら

れ
た
行

動
の
数

は
、
こ
れ
か
ら

の
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
能

力
強

化
活

動
に

か
か

っ
て

い
る

た
め

、
い

ま
の

こ
ろ

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
に

よ
り
収

集
・

分
析
は
さ

れ
て
い

な
い

。
  

 
 中
間
レ
ビ

ュ
ー
チ

ー
ム
の

調
査

結
果

 
・

 
ほ

と
ん

ど
の

学
校

が
、

SI
P

作
成

の
た

め
に

問
題

分
析

を
行

い
、

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

を
作

っ
て

い
る

。
作

成
し

た
SI

P
に

基
づ
い

て
、
費

用
の
か

か
ら
な
い

活
動
や

低
予

算
で

ま
か

な
え

る
活

動
を

始
め

て
い

る
学

校
も

多
い

。
ま

た
、

す
で
に

D
D

C
や

V
D

C
や
他

の
IN

G
O

に
対
し
て

SI
P
実

施
の

た
め

の
予

算
申

請
を

始
め

た
学

校
も

あ
る

。
  

・
 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
に

よ
る
コ

ミ
ュ

ニ
テ
ィ
動

員
に
よ

り
、
住

民
か

ら
の

資
金

、
労

働
力

、
物

資
の

提
供

は
顕

著
に

増
加

し
て
い
る
様

子
が
見

ら
れ
た

。
校

庭
の
柵
や

壁
の
建

設
、
教

室
の

修
復

、
通

学
の

輸
送

手
段

、
机

や
椅

子
や

黒
板

の
修

繕
、

植
物
や
花

の
栽
培

、
学
校
式

典
の
企
画

、
優

秀
な

生
徒

へ
の

表
彰

、
家

庭
訪

問
、
奨

学
金

供
与

な
ど

が
、
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の
貢
献

に
よ
っ

て
行
わ

れ
て

お
り
、
な
か
に

は
、
学

校
資

金
の

た
め

の
収

入
向

上
活

動
を

立
ち

上
げ

た
も

の
も

あ
っ

た
。
た
だ

し
、
依

然
と
し

て
対

象
校
で
は

、
教
師

不
足

が
学

校
改

善
を

妨
げ

る
最

も
深

刻
な

問
題

で
あ

る
。

 
・
 
以
前
は

、
校
長

だ
け
が

SI
P
作

成
を
行
っ

て
い
た

が
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

始
ま

っ
て

か
ら

は
、

SM
C
や

PT
A
メ

ン
バ

ー
、
親

や
教
師

が
計
画

プ
ロ
セ

ス
に
参
加

す
る
よ

う
に

な
り

、
意

見
を

表
明

す
る

よ
う

に
な

っ
た

。
校

長
の

独
断

は
減

り
、

SI
P
は
現

実
的
と

な
り
透

明
性
も
増

し
て
い

る
。

 
・
 

SI
P
活

動
内
に

活
動
の

レ
ビ
ュ

ー
会
合
を

設
け
て

い
る

学
校

も
み

ら
れ

、
正

式
な

オ
ー

デ
ィ

ッ
ト

で
は

な
く

と
も

、
簡

易
な
活
動

レ
ビ
ュ

ー
を
支

出
報

告
と
と
も

に
行
っ

て
い

る
学

校
も

あ
っ

た
。

 
・
 
中
央
や
地

方
政
府

に
よ
る

技
術

的
・
財

政
的
支

援
は

い
ま

だ
十

分
で

は
な

く
、
多

く
の

学
校

が
予

算
の

必
要

な
活

動
を

実
施
で
き

て
い

な
い
こ

と
が
わ

か
っ
た
。

と
く

に
、

D
E

O
の

学
校

改
善

を
支

援
す

る
役

割
が

十
分

に
果

さ
れ

て
お

ら
ず
、
ま

た
、

D
D

C
/D

E
C
や

V
D

C
/V

E
D

と
協
働

し
な

が
ら

、
教

育
の

質
を

向
上

す
る

取
り

組
み

が
な

さ
れ

て
い

な
い

。
た
だ
し

、
R

P
の
学
校

訪
問
の

回
数
は
増

え
て
お

り
、

R
P
に

よ
っ

て
、
資

金
源

の
確

認
や

ア
ク

セ
ス

の
た

め
の

助
言

が
行
わ
れ
て

い
る
。

 
 

成
果
の
達

成
 

1
．

住
民

参
加

に
よ

る

SM
C

の
学

校
運

営
能

力

が
向
上
す

る
。

 
        

1-
1 
不

利
な

立
場

に
い

る
住

民
を

含
め

た
SM

C
メ

ン
バ

ー
を

選
出
し

て
い

る
SM

C
の

数
 

1-
2 
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
に

お
け

る
初

等
教

育
の
実

状
を

理
解

し
て

い
る

SM
C

の
数

 
1-

3 
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

ニ
ー

ズ
を

適
切

に
反
映

し
た

SI
P
を

作
成

で
き
る

SM
C
の

数
 

内
部
中
間

評
価

 
1-

1 
ジ
ャ
ナ
ジ

ャ
テ
ィ

や
ダ
リ

の
よ

う
な
不
利

な
立
場

に
い

る
住

民
は

SM
C

メ
ン

バ
ー

の
42

%
か

ら
47

％
を

占
め

て
お

り
、

こ
の

割
合

は
両

郡
に

て
前

年
と

変
わ

ら
な

い
。

し
か

し
、

女
性

の
メ

ン
バ

ー
は

両
郡

と
も

に
20

％
に

満
た

ず
、

ジ
ェ
ン
ダ

ー
バ
ラ

ン
ス
に

は
改

善
の
余
地

が
あ
る

。
  

1-
2 
こ
の
指
標

は
測
定

が
困
難

で
あ

る
。

  
1-

3 
こ
の
指
標

は
測
定

が
困
難

で
あ

る
。
過
去
の

SI
P
は

、
教

室
建

設
や

教
師

の
雇

用
な

ど
学

校
環

境
の

整
備

が
多

か
っ

た
が
、

SM
C
が
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の
研
修
を

受
け
た

後
は

、
費

用
の

か
か

ら
な

い
活

動
や

低
予

算
で

ま
か

な
え

る
活

動
が

、
SI

P
の

内
容
に

加
え
ら

れ
る
よ

う
に
な
っ

た
。

  
1-

4 
両
郡
に
お

い
て

、
SI

P
作
成

に
つ
い
て
の

相
談
会

合
や

承
認

会
合

へ
の

参
加

数
は

前
年

度
に

比
べ

て
劇

的
に

増
加

し
て

い
る
。

 
1-

5 
現
在
、
学
校
は

SI
P
の

実
施
を

始
め
た
ば

か
り
の

と
こ

ろ
で

あ
る

た
め

、
実

施
、
モ

ニ
タ

ー
、
評

価
の

適
切

性
に

つ
い

て
は
今
後

の
測
定

と
な
る

が
、

SM
C

の
ミ

ー
テ
ィ

ン
グ

数
の

頻
度

自
体

は
、

両
郡

で
増

加
し

て
い

る
。

ま
た

、
内

部
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評
価
項
目

 
指

標
 

調
査

結
果

 
                         

 

1-
4 

SI
P
作

成
ワ

ー
ク
シ
ョ

ッ
プ

へ
の

保
護

者
と
地

域
住

民
の

参
加

度
 

1-
5 
学

校
の

活
動

を
適

切
に

実
施

、
モ

ニ
タ

ー
、
評

価
で

き
る

SM
C
の

数
 

1-
6 
保

護
者

会
に

参
加

し
た

保
護

者
（

と
地
域

住
民

）
の

数
 

1-
7 
不

利
な

立
場

に
い

る
住

民
の

保
護

者
会

へ
の
参

加
度

 
1-

8 
学

校
の

活
動

へ
の

貢
献

の
意

志
が

あ
る
保

護
者

と
住

民
の

数
 

1-
9 
不

就
学

児
童

と
中

退
児

童
の

た
め

の
活
動

を
計

画
・
実

施
し
た

SM
C
の

数
 

中
間
評
価

の
サ
ン

プ
ル
校

の
す

べ
て
が
、
満
足
し

う
る

SI
P
の

実
施

レ
ベ

ル
（

18
%
～

44
％

が
実

施
済

み
）
と

な
っ

て
い
る
。
ほ
と
ん

ど
の
学

校
が
、
費
用
の
か

か
ら
な

い
活

動
や

低
予

算
で

ま
か

な
え

る
活

動
は

始
め

て
い

る
も

の
の

、
予

算
の
か
か

る
活
動

は
ま
だ

実
施

で
き
て
い

な
い
。

  
SI

P
実
施

状
況

 (
20

09
/1

0 
FY

) 

郡
 

サ
ン

プ
ル

対
象

校
 

経
過

時
間

 

(2
ヵ
月

) %
 

20
09

年
活

動
計

画
数

活
動

完
了

数
 

1
ダ
デ
ィ
ン

学
校

 A
 

16
.6

7 
22

 
6 

(2
7.

27
%

) 

2
ダ
デ
ィ
ン

学
校

 B
 

16
.6

7 
38

 
7 

(1
8.

42
%

) 

3
ダ
デ
ィ
ン

学
校

 C
 

16
.6

7 
20

 
6 

(3
0.

00
%

) 

4
ラ
ス
ワ

 
学
校

 A
 

16
.6

7 
28

 
11

(3
9.

28
%

) 

5
ラ
ス
ワ

 
学
校

 B
 

16
.6

7 
9 

4 
(4

4.
44

%
) 

6
ラ
ス
ワ

 
学
校

 C
 

16
.6

7 
31

 
7 

(2
2.

58
%

) 

(情
報
源

: S
IP

20
09

/1
0F

Y
に

基
づ
き
内

部
中
間

評
価

レ
ポ

ー
ト

作
成

者
に

よ
る

計
算

) 
 1-

6 
全
サ
ン
プ

ル
校
で

、
保
護

者
会

の
中
で
も

、
SM

C
／

PT
A

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

が
最

も
頻

繁
に

開
か

れ
て

い
る

。
ま

た
、

SI
P
ミ

ー
テ
ィ

ン
グ
も

保
護
者

会
の
一
部

と
な
っ

て
お

り
、
サ

ン
プ

ル
の

６
校

の
う

ち
５

校
で

は
、
年

３
回

開
か

れ
て

い
る
。

 
1-

7 
内
部
中
間

評
価
に

よ
る
と

、
不

利
な
立
場

に
い
る

住
民

の
保

護
者

会
へ

の
参

加
度

は
、
そ

の
出

席
率

と
発

言
率

と
も

に
、

以
前
は
非

常
に
低

か
っ
た

が
、

特
に
ダ
リ

ッ
ト
と

女
性

の
参

加
が

増
加

す
る

傾
向

に
あ

る
。

  
1-

8 
「
貢
献
の

意
志
」
に

つ
い
て

は
確
認
が
難

し
い
が
、
こ

の
成

果
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
３

の
指

標
で

あ
る
「

実
際

の
貢
献
度
」

に
よ
っ

て
測
定

す
る

こ
と
が
で

き
る
。

 
1-

9 
多
く
の
学

校
で
、

SM
C

メ
ン

バ
ー
や
親

た
ち
に

よ
っ

て
、

不
利

な
立

場
に

い
る

子
ど

も
た

ち
の

た
め

に
家

庭
訪

問
や

啓
発
活
動

、
就

学
キ
ャ

ン
ペ
ー

ン
が
行
わ

れ
て
い

る
。
ダ

リ
ッ

ト
の

子
ど

も
に

奨
学

金
を

給
付

す
る

た
め

の
学

校
収

入
活
動
を
行

っ
た
り

、
退
学
し

た
生
徒
の
母

親
を
対

象
に

ノ
ン

フ
ォ

ー
マ

ル
教

育
へ

の
参

加
を

呼
び

か
け

て
い

る
学

校
も

あ
る
。

  
 中
間
レ
ビ

ュ
ー
チ

ー
ム
の

調
査

結
果

 
・
 

SI
P策

定
へ
の

コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

参
加
は
ほ

と
ん
ど

の
学

校
で

促
進

さ
れ

、
SI

Pの
内

容
の

質
は

確
実

に
上

が
っ

て
い

る
。 

・
 
過
去
に
は

、
SI

Pは
校

長
が
作

成
す
る
も

の
で
あ

り
、

SM
C

 メ
ン

バ
ー

は
あ

ま
り

学
校

運
営

に
関

心
が

な
か

っ
た

た
め
、
学
校
に

来
る
こ

と
も
少

な
か
っ
た
。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

始
ま

っ
て

か
ら

、
メ

ン
バ

ー
た

ち
は

、
教

育
の

質
に

関
心

を
も
つ
よ

う
に
な

り
、
自

ら
改

善
の
た
め

に
計
画

し
行

動
す

る
よ

う
に

な
っ

た
。
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評
価
項
目

 
指

標
 

調
査

結
果

 
・
 
研
修
に
参

加
し
た

校
長
や

教
師

や
SM

C
 メ

ン
バ

ー
は

、
と

く
に

、
マ

ッ
ピ

ン
グ

や
問

題
分

析
、

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

作
成
、
資

源
の
確

認
、
ソ

ー
シ

ャ
ル
オ
ー

デ
ィ
テ

ィ
ン

グ
な

ど
の

内
容

を
活

用
し

て
い

る
。

  
・
 

SI
Pの

計
画
支

援
だ
け

で
は
満

足
で
き
な

い
学
校

も
増

え
て

お
り

、
今

後
の

実
施

に
向

け
て

、
資

金
確

保
が

重
要

な
課

題
で
あ
る

。
ま
た

、
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
に
対

し
て
、

教
材

や
ス

ポ
ー

ツ
用

品
、

キ
ャ

ビ
ネ

ッ
ト

や
PC

な
ど

の
物

的
支

援
を
求
め
る

学
校
も

あ
る
。

 
・
 
対
象
校
で

は
SI

Pは
学

校
改
善

の
た
め
の

現
実
的

な
プ

ラ
ン

だ
と

認
識

さ
れ

て
い

る
が

、
D

O
E
や

D
E

O
に

と
っ

て
は

、
い
ま
だ
に

SI
Pは

デ
ー

タ
ブ
ッ

ク
と
し
て

し
か
取

り
扱

わ
れ

て
い

な
い

傾
向

が
あ

る
。

  
・
 

R
Pの

学
校
訪
問

回
数
は

、
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
プ

ロ
セ

ス
を

支
援

す
る

た
め

、
増

加
し

て
い

る
。

以
前

の
３

－
４

倍
ほ

ど
学
校
訪

問
を
し

始
め
た

R
Pも

い
る
。

  
・
 
し
か
し
、

D
E

O
は
郡
事

務
所
で

の
日
常
業

務
が
多

く
、

学
校

訪
問

は
な

か
な

か
果

せ
な

い
の

が
現

状
で

あ
る

。
SS

も
同
様
に
総

務
に
追

わ
れ
、

学
校

訪
問
は
ほ

と
ん
ど

行
っ

て
い

な
い

。
  

・
 
ラ
ス
ワ
郡

で
は
、

タ
マ
ン

族
の

女
性
の

SM
C
へ
の

参
加

が
増

加
し

た
。

 
・
 
多
く
の
学

校
で
、

不
利
な

立
場

に
い
る
子

ど
も
た

ち
へ

の
様

々
な

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

が
行

わ
れ

て
い

る
。

  
・
 
ダ
デ
ィ
ン

郡
の
あ

る
学
校

で
は

、
生
徒
と
先

生
の
出

席
率

の
目

標
を

SI
P
で

決
め

、
定

期
的

に
モ

ニ
タ

ー
し

て
い

る
学

校
も
あ
る

。
  

・
 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
対

象
校
で

は
、

子
ど
も
ク

ラ
ブ
が

、
子

ど
も

の
学

校
運

営
へ

の
参

画
を

促
す

た
め

結
成

さ
れ

て
い

る
。

子
ど
も
た

ち
が

SI
P
策
定

に
参

加
し
た
り

、
学
校
に

来
ら

れ
な

い
同

級
生

の
家

を
訪

問
し

た
り

し
て

い
る

ケ
ー

ス
も

あ
る
。

  
・
 

R
P
の
指

導
に
は

学
校
側

は
ほ

ぼ
満
足
し

て
い
る

が
、

R
P
と

SS
と

D
E

O
に

よ
る

SI
P
の

合
同

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

が
求

め
ら
れ
て

い
る
。

  
 

2.
郡

開
発

委
員

会
（

D
D

C
）
、
村

落
開

発
委

員
会
（

V
D

C
）
、
郡

教
育

事
務

所
（

D
E

O
）

が
技

術
・
財
政
面

で
学

校
ベ

ー
ス

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
を

支
援

す
る

能
力

が
改

善
さ
れ
る
。

  
  

2-
1 

D
E

O（
視

学
官

Sc
ho

ol
 

Su
pe

rv
is

or
（

SS
）

/R
P）

が
教

育
状

況
を
把

握
す

る
た

め
に

行
っ
た

集
会

や
学

校
訪

問
な
ど

の
機

会
の

数
 

2-
2 

D
E

O
（

SS
/R

P）
が

不
利

な
立

場
に

い
る

学
校

へ
行

っ
た

訪
問
や

助
言

の
数

 
2-

3 
村

落
開

発
計

画
（

V
D

P）
に

お
け

る
初

等
教

育
へ

の
予

算
配

賦
の
割

合
 

2-
4 

D
E

C
の

会
議

数
 

2-
5 

D
D

C
の

初
等

教
育

へ

内
部
中
間

評
価

 
2-

1 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
に

よ
る
影

響
は

ま
だ
確
認

で
き
な

い
。

ダ
デ

ィ
ン

郡
で

は
、

D
E

O
が

、
校

長
会

議
、

SS
/R

P
会

議
、

ス
タ
ッ
フ

会
議
、

教
員
組

織
と

の
会
議
を

開
催
し

て
お

り
、

20
08

年
は

20
08

年
と

較
べ

る
と

数
が

増
加

し
て

い
る

。
同
様
に
、

ラ
ス
ワ

郡
で

も
D

E
O

が
、

R
P

会
議

、
教

員
組

織
と

の
会

議
、

試
験

委
員

会
会

議
、

調
整

委
員

会
会

議
な

ど
を
開
い

て
い
る

が
、
頻

度
の

変
化
は
ほ

と
ん
ど

み
ら

れ
な

い
。

 
2-

2 
SS

と
R

P
に
よ

る
不
利

な
立

場
に
い
る

学
校
へ

の
訪

問
数

は
、

20
08

年
、
ダ

デ
ィ

ン
郡

で
は

全
校

の
43

.8
%
を

占
め

て
お
り
、
ラ

ス
ワ
郡

で
は

27
.3

%
を
占
め

て
い
る
。

SS
/R

P
は

、
学

校
活

動
を

モ
ニ

タ
ー

し
た

り
活

性
化

す
る

た
め

に
、

と
く
に
、

僻
地
の

学
校
や

教
師

の
欠
席
数

の
目
立

つ
学

校
、

SM
C

活
動

が
機

能
し

て
い

な
い

学
校

、
イ

ン
フ

ラ
整

備
が
欠
如
し

て
い
る

学
校
を

訪
問

し
て
い
る

。
  

 

ダ
デ

ィ
ン

 
ラ

ス
ワ

 
 

SS
 

R
P 

SS
 

R
P 

学
校
訪
問

数
 

17
 

21
4 

0 
24
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評
価
項
目

 
指

標
 

調
査

結
果

 
の

予
算

配
賦

の
割

合
 

2-
6 

教
育

分
野

の
ス

テ
ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

（
D

D
C
、

D
E

C
、

V
D

C
、

D
E

O
、

他
ド

ナ
ー

）
の

定
期
的

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

会
議
の

数
 

                 
2-

3 
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

影
響

は
確

認
で
き
な

い
。

両
郡

と
も

に
、

V
D

C
予

算
の

教
育

に
占

め
る

割
合

が
増

加
傾

向
に

あ
る

こ
と
は
明

ら
か
で

あ
る
。
と
く

に
、
初
等

教
育
へ

の
予

算
割

り
当

て
は

、
20

08
年

に
は

前
年

の
２

倍
と

な
っ

て
い

る
。 

2-
4 
ダ
デ
ィ
ン

郡
で
は

、
D

E
C
は

４
名
の
メ

ン
バ
ー

で
結

成
さ

れ
、
昨

年
は

年
3
回

、
本

年
は

年
に

12
回

の
会

議
が

開
か

れ
た
。

し
か

し
、

ラ
ス

ワ
で

は
、

D
E

C
は
結

成
さ

れ
た

も
の

の
機

能
し

て
お

ら
ず

、
本

年
も

昨
年

も
会

議
は

開
か

れ
て
い
な
い

。
  

2-
5 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

の
影
響

は
確
認

で
き
な
い

。
国

家
の

識
字

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

の
た

め
、

D
D

C
予

算
内

の
教

育
予

算
は

顕
著
に
増
加

し
て
い

る
が
、

初
等

教
育
に
対

す
る
予

算
額

は
ま

だ
確

認
で

き
て

い
な

い
。

  
2-

6 
 ダ

デ
ィ
ン
グ

郡
で
は

、
教
育

セ
ク
タ
ー

の
ス
テ

ー
ク

ホ
ー

ル
ダ

ー
会

議
は

、
20

07
/2

00
8 

年
に

は
、
教

育
関

連
機

関
、

N
G

O
や

IN
G

O
、
政
党

代
表

を
招
い
て

年
に
２

回
開

催
さ

れ
て

お
り

、
こ

の
状

況
は

、
20

08
/2

00
9
年

も
同

様
で

あ
る
。
ラ
ス

ワ
郡
で

は
、

N
G

O
や
ダ
リ
ッ

ト
組
織

、
障

害
者

組
織

を
招

い
て

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
会

議
が

、
奨

学
金

給
付

の
た
め
に

20
07

/2
00

8 
年
に

は
年
に
一

度
開
か

れ
て

い
る

。
  

 中
間
レ
ビ

ュ
ー
チ

ー
ム
の

調
査

結
果

 
・
 

V
E

Pと
D

E
Pの

作
成
・
最
新
化

は
進
行
中

で
あ
る

。
そ

の
意

義
に

つ
い

て
意

識
化

は
す

す
ん

で
い

る
た

め
、

 V
D

C
と

 
D

D
C

 と
D

E
O
に
よ
っ
て
、

連
携
の
と
れ

た
V

E
Pと

D
E

Pへ
と

更
新

さ
れ

る
こ

と
が

次
の

ス
テ

ッ
プ

で
あ

る
。

  
・
 

V
E

Pと
D

E
Pの

関
係
に

つ
い
て

、
い
ま
だ

関
係
者

の
間

で
混

乱
が

み
ら

れ
、
提

出
が

遅
れ

て
い

る
。
こ

れ
は

、
そ

も
そ

も
SI

P,
と

V
E

Pと
D

E
P 

の
位

置
づ
け
が

明
確
で

な
く

、
そ

の
連

携
が

難
し

い
た

め
で

あ
ろ

う
。

そ
れ

ぞ
れ

の
デ

ー
タ

の
整
合
性

の
確
認

、
ア
プ

レ
イ

ザ
ル
な
ど

も
、
い

ま
だ

適
切

に
行

わ
れ

て
い

な
い

。
  

・
 

D
D

C
は
そ
の
資
金

の
一
部

を
教
室
建
設

や
水
供

給
、
ト

イ
レ

建
設

な
ど

教
育

セ
ク

タ
ー

の
た

め
に

割
り

当
て

て
お

り
、

SS
/R

Ps
の
平
均

訪
問
回

数
 

 

2.
8 

4.
5 

0 
3.

4 

1
校
当
た

り
平
均

訪
問
回

数
 

 

1.
5 

3.
2 

0 
3 

僻
地

性
 

僻
地

性
 

ダ
リ

ッ
ト

の
多

い
地

域
 

 

教
員

の
欠

勤
率

の
高

さ
  

学
校

と
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
間

の
衝

突
 

校
長

の
欠

勤
率

の
高

さ
 

貧
弱

な
イ

ン
フ

ラ
 

貧
弱

な
イ

ン
フ

ラ
 

不
利
な
立

場
の
種

類
（
主

な
5
項
目
）

 

 

教
員

の
質

の
悪

さ
 

SM
C
の

不
活

発
さ
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評
価
項
目

 
指

標
 

調
査

結
果

 
今
後
、
こ

の
予
算

は
増
加

す
る

見
通
し
で

あ
る
。

  
・
 

V
D

C
も
そ
の

資
金
の

２
５
％

を
社
会
セ
ク

タ
ー
に

割
り

当
て

、
そ

の
う

ち
の

一
部

が
教

育
に

当
て

ら
れ

て
い

る
。
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ

の
意
識

高
揚
や

、
SI

Pと
V

E
Pの

策
定
の

た
め

に
、

こ
の

資
金

を
使

う
V

D
C
も

あ
る

。
こ

れ
ら

の
D

D
C
と

V
D

C
の
資
金

は
、
各
校
が

SI
Pを

実
施
す

る
た
め

の
有

用
な

資
金

源
で

あ
る

が
、
そ

の
ア

ク
セ

ス
に

つ
い

て
は

運
営

力
や
政
治
力

を
も
つ

学
校
の

み
が

も
て
る
と

い
う
状

況
で

あ
る

。
  

・
 
ラ
ス
ワ
郡

の
あ
る

V
D

C
で
は

、
そ
の
教
育

予
算
が

26
%
か

ら
 5

5%
 ま

で
増

加
し

た
。

  
・
 

V
E

C
の
中

に
は
積

極
的
に

SI
Pと

V
E

Pを
連
携

さ
せ

り
ょ

う
と

し
て

い
る

所
も

あ
る

。
 

・
 
ラ
ス
ワ
の

D
E

C
は
人

員
不
足

に
よ
り
機
能

し
て
い

な
い

。
 

・
 

SI
P,

V
E

P,
D

E
Pの

承
認

機
能
は

い
ま
だ
に

弱
い
。

 
・
 

D
O

E
は
、

SI
P
は
学
校

が
D

D
C

, 
V

D
C
や
他

 I
N

G
O

な
ど

か
ら

学
校

運
営

資
金

を
獲

得
す

る
た

め
の

有
効

な
ツ

ー
ル
で
あ
る

と
認

識
し
て

い
る
。

D
E

O
は
、
学
校
が

相
談

に
来

れ
ば

、
資

金
源

に
ど

う
ア

ク
セ

ス
す

れ
ば

い
い

か
を

ア
ド
バ
イ
ス

し
て
い

る
。

 
・
 

D
D

C
と

V
D

C
と

D
E

O
と
他
の
関
連
機

関
を
招

い
た

合
同

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

会
議

は
不

足
し

て
い

る
。

  
 

3.
 
教

育
・

ス
ポ

ー
ツ

省
（

M
O

E
S）

、
教

育
局
（

D
O

E
）

が
全
国

的
に

最
低

限
の

教
育

の
質

の
確

保
を

達
成

す
る

た
め

に
採

用
す

べ
き

措
置

（
施

策
、

基
準

）
に

つ
い

て
の

提
言

が
策

定
さ

れ
る
。

 
 

3-
1 

提
案

さ
れ

た
施

策
の

数
、

フ
ィ

ー
ジ

ビ
リ
テ

ィ
、

質
 

・
 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
に

よ
っ
て

技
術

的
に
支
援

さ
れ
た
「

D
E

Pガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
は

、
す

で
に

全
国

75
郡

に
配

布
さ

れ
て

い
る
。
こ
の
よ

う
に
、
今

後
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

が
開
発

す
る
「

R
C
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
」
や
「

SI
Pト

レ
ー

ニ
ン

グ
ガ

イ
ド

」「
V

E
P

フ
ァ
シ
リ

テ
ー
タ

ー
ガ
イ

ド
」
な
ど
の
マ

ニ
ュ
ア

ル
や

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

も
改

訂
さ

れ
、

D
O

E
に

よ
り

活
用

さ
れ

る
こ

と
が
期
待
さ

れ
る
。
ま

た
、
提
言

に
は
、
メ
デ

ィ
ア
団

体
や

教
員

組
合

、
市

民
社

会
を

学
校

改
善

に
巻

き
込

ん
で

い
く

こ
と
が
含
ま

れ
る
予

定
で
あ

る
。

 
 中
間
レ
ビ

ュ
ー
チ

ー
ム
の

調
査

結
果

 
・
 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

、
パ

イ
ロ
ッ

ト
活
動
を

行
う
こ

と
に

よ
っ

て
、
提

言
に

反
映

す
る

べ
き

多
く

の
チ

ャ
レ

ン
ジ

を
発

見
し
て
い
る

。
た
と

え
ば
、

D
O

E
に
よ

っ
て
学

校
に
供

与
さ

れ
る

SI
P
グ

ラ
ン

ト
は

、
生

徒
数

に
応

じ
た

額
で

、
経

常
経
費
や
教

科
書
代

、
総

務
に

割
り
当
て
ら

れ
、
ミ
ニ

マ
ム

コ
ス

ト
が

保
障

さ
れ

て
は

い
る

も
の

の
、

SI
P
の

全
活

動
を

実
施
す
る

に
は
十

分
で
な

い
。
ま
た
、

SI
P
と

V
E

P
と

D
E

P
の

活
用

の
明

確
な

運
営

方
針

が
中

央
レ

ベ
ル

で
決

定
さ

れ
て
お
ら

ず
、
と

く
に
、

V
E

P
の
位

置
づ
け

は
明

ら
か

で
な

い
。

D
E

O
と

D
D

C
と

V
D

C
の

連
携

は
、

SI
P
実

施
の
た
め
に

、
さ

れ
に
強

化
さ
れ

な
け
れ
ば

な
ら
な

い
が

、
そ

れ
ぞ

れ
の

予
算

は
戦

略
的

に
配

分
さ

れ
て

い
な

い
。
来

年
度
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

、
ネ
パ

ー
ル
国
の

有
効
な

学
校

運
営

の
た

め
に

、
こ

れ
ら

の
状

況
を

改
善

す
る

た
め

の
具

体
的

な
提
言
を

策
定
す

る
予
定

で
あ

る
。

  
 

活
動

 
1.

 S
M

C
の

能
力

強
化

 
    

1-
1 

住
民
に

対
し

て
学

校
運

営
の
当

事
者

意
識

の
育

成
の
た

め
の

啓
発

活
動

を
実

施
す

る
。

 
1-

2 
住
民

を
代

表
す

る
真

の

・
 
活
動

1&
2.

  
す
べ

て
の

活
動

が
、

年
間

活
動

計
画

通
り

に
実

施
さ

れ
た

。
実

施
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

に
関

し
て

は
、

治
安
状
況
や

政
治
的

不
安
定

な
状

況
を
は
か

り
な
が

ら
、

ま
た

学
校

や
D

E
O

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
を

配
慮

し
な

が
ら

見
直

さ
れ
た
が

、
活
動

内
容
は

予
定

通
り
で
あ

る
。
一

年
次

と
二

年
次

に
行

わ
れ

た
研

修
活

動
は

以
下

の
表

の
通

り
。

  
・
 
活

動
3.

  
年

間
活

動
計

画
で

予
定

さ
れ

た
全

て
の

活
動

は
実

施
さ

れ
た

。
具

体
的

な
提

言
の

た
め

の
分

析
取

り
ま

と
め
、
提
言

策
定
は

来
年
度

か
ら

本
格
的
に

行
わ
れ

る
。
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評
価
項
目

 
指

標
 

調
査

結
果

 
          2.

 
D

E
O

, D
D

C
と

V
D

C
の
能
力

強
化

 
                  3.

 政
策
の
提
言

 
     

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

が
SM

C
メ

ン
バ

ー
と

な
る
た

め
の

フ
ァ

シ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

行
う

。
 

1-
3 

学
校

と
SM

C
を

対
象

と
し

た
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
動
員

、
計

画
、

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
、

評
価

、
報

告
の
た

め
の

既
存

の
研

修
を

改
善

す
る

。
 

1-
4 

SI
P
の

作
成

と
実

施
を

参
加

型
プ

ロ
セ

ス
で

行
う

た
め

の
学

校
、

SM
C
、
地

域
住
民

へ
の

フ
ァ

シ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

行
う

。
 

1-
5 

学
校

と
SM

C
が

不
就

学
児

童
の

就
学

と
中

退
の
改

善
に

対
し

て
対

策
を
と

る
た

め
の

フ
ァ

シ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

行
う

。
 

 2-
1 

D
E

O
が

SI
P

を
分
析

し
郡
内

の
問

題
と

優
先

事
項
を

明
確

に
す

る
こ

と
を

支
援

す
る
。

 
2-

2 
D

E
O

が
不

利
な

条
件

に
お

か
れ

た
学

校
を

技
術
・
財

政
面
に

お
い

て
支

援
す

る
施

策
を

と
る

た
め

の
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

を
す

る
。

 
2-

3 
V

D
C

が
村

落
計

画
に

村
全

体
の

教
育

課
題

 D
-T

O
T（

SS
、

R
P
対

象
）

 
 

1
年
次

 
2
年

次
 

ダ
デ
ィ
ン

 
27

 人
 

29
 人

 
ラ
ス
ワ

 
14

 人
 

11
 人

 
 R

C
-T

O
T（

SM
C
、
校

長
、

保
護
者
、
教

員
対
象

）
 

 
1
年
次

 
2
年

次
 

ダ
デ
ィ
ン

 
27

 校
 /

 2
 V

D
C

s,
 1

11
人

 
（

SM
C

 議
長

 2
1%

, 
校

長
 2

0%
, 
保

護
者

 
16

%
, S

M
C
メ
ン

バ
ー

 1
2%

, 
教
員

 3
0%

）

41
 校

 /
 3

 V
D

C
s,

 1
71

人
 

（
SM

C
 議

長
 2

3%
, 
校

長
 2

3.
3%

, 
保

護
者

 
15

%
, S

M
C

 メ
ン

バ
ー

 1
9%

, 
教

員
 1

8%
）

 
ラ
ス
ワ

 
17

 校
 /

 2
V

D
C

s,
 6

8
人

 

（
SM

C
 議

長
16

%
, 
校

長
 1

6%
, 
保

護
者

 

17
%

, S
M

C
女
性

メ
ン
バ

ー
 1

6%
）

 

7 
校

 /
 1

V
D

C
s,

 3
0
人

 

（
SM

C
議

長
 2

0%
, 
校

長
 2

0%
, 
保

護
者

 3
6%

, 

SM
C
メ

ン
バ

ー
 2

0%
, 
教

員
 3

%
）

 
  SI

P 
オ
リ
エ

ン
テ
ー

シ
ョ
ン

 
 

1
年
次

 
2
年

次
 

ダ
デ
ィ
ン

 
27

 校
 7

27
 人

 
（

SM
C

 2
0%

, 
PT

A 
20

%
, 
保

護
者

 1
3%

, 
教
員

 1
4%

, 
生
徒

 1
7%

 他
）

 

41
 校

 1
,2

45
人

 
（

SM
C

 1
8%

, 
PT

A 
23

%
, 
保

護
者

 1
7%

, 
教

員
 

12
%

, 
生

徒
 2

7%
）

 
ラ
ス
ワ

 
17

 校
 3

84
人

 

（
SM

C
 1

5%
, P

TA
 8

%
, 
保

護
者

 4
3%

, 
教

員
 1

6%
, 
生

徒
 1

7%
 他

 0
.1
％
）

 

7 
校

 1
,4

37
人

 

（
SM

C
 1

8%
, 

PT
A 

21
%

, 
保

護
者

 1
9%

, 
教

員
 

12
%

, 
生

徒
 2

6%
 他

 0
.3
％

）
 

 V
E

P 
オ
リ
エ
ン

テ
ー

シ
ョ
ン

 
 

1
年
次

 
2
年
次

 
ダ
デ
ィ
ン

 
96

 人
 /

 2
V

D
C

s 
10

4 
人

 /
2V

D
C

s 

（
注

: 1
V

E
P 

は
C

A
SP

対
象

地
域

で
作

成
済

）
 

ダ
リ
ッ
ト

は
1V

D
C
に

参
加
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評
価
項
目

 
指

標
 

調
査

結
果

 
         

に
関

す
る

事
項

を
組

み
込

む
こ

と
を

支
援

す
る

。
 

2-
4 

活
用

し
う

る
リ
ソ

ー
ス

を
動

員
す

る
た

め
の

教
育

関
係

者
（

D
D

C
、
郡

教
育
委
員

会
（

D
E

C
）
、

V
D

C
、

D
E

O
と

他
の
ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

）
の
ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
強
化

す
る

。
 

 3-
1 

対
象
地

域
の

学
校

間
の

技
術
、

財
政

能
力

両
面

に
つ
い

て
の

格
差

を
分

析
す

る
。

 
3-

2
学

校
間

の
格

差
を

是
正

す
る

可
能

性
の

あ
る

施
策

を
調

査
す
る

。
 

3-
3 

郡
間

の
格

差
を

是
正

す
る

可
能

性
の

あ
る

施
策

を
調

査
す
る

。
 

3-
4 

O
E

S・
D

E
O

に
最

低
限

の
教

育
の

質
の

確
保

を
達

成
す

る
た

め
の

政
策

提
言

を
行

い
、

他
の

関
係

各
機

関
と

共
有

す
る

。
 

3-
5 

対
象

郡
で

の
経
験

と
教

訓
を

他
の

郡
と

共
有

す
る

。
 

 

ラ
ス
ワ

 
76

 人
/ 2

V
D

C
s 

43
 人

 /
 1

V
D

C
 

 V
E

P 
ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ

プ
 

 
 

2
年
次

 
ダ
デ
ィ
ン

 
15

4 
人

 /
5V

D
C

s 
ダ
リ
ッ
ト

は
1V

D
C
に

参
加

 
ラ
ス
ワ

 
67

 人
 /

 3
V

D
C

s 
  

D
E

P 
オ

リ
エ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

 
D

E
P 

プ
ロ

フ
ァ

イ
リ

ン
グ

／
プ

ラ
ン

ニ
ン

グ
Ｗ

Ｓ
 

 
1
年
次

 
2
年

次
 

ダ
デ
ィ
ン

 
38

人
 

45
人

 
ラ
ス
ワ

 
22

人
 

26
人

 
  

投
入

 
  

 
<日

本
側

> 
専
門
家

 
６
名
の
日

本
人
専

門
家
が

配
置

さ
れ
た

。（
チ

ー
ム
リ

ー
ダ

ー
/教

育
行

政
、

地
方

教
育

行
政

・
財

政
I, 

地
方

教
育

行
政

/財
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評
価
項
目

 
指

標
 

調
査

結
果

 
    

政
II
、
学
校
運

営
、
モ

ニ
タ
リ

ン
グ
・
評

価
）

 
 1

年
次

 
15

.6
0 

M
/M

, 
 

 2
年
次

 
15

.8
6 

M
/M

  
 計

 
31

.4
6 

M
/M

 
  

 
ロ
ー
カ
ル

コ
ス
ト

 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
一

般
経
常

経
費

 (
SI

P/
V

E
P/

D
E

P
研

修
、

隔
月

会
議

、
N

G
O

支
払

い
) 
と

事
業

経
費

(人
件

費
、

文
具

、

事
務
用
品

、
事
務

機
器
、

輸
送

)に
約

17
,0

00
,0

00
ル

ピ
ー

の
拠

出
。

  
 

 カ
ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
研
修

 
20

09
年

4
月
、

７
名
の

カ
ウ

ン
タ
ー
パ

ー
ト
が

本
邦
研

修
に

参
加

し
た

。
  

 <ネ
パ

ー
ル
側

> 
 

カ
ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
 

中
央
レ
ベ

ル
で

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
・
デ

ィ
レ
ク

タ
ー

 (
D

E
O

局
長

)１
名

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
（

プ
ロ

グ
ラ

ム
予
算
セ

ク
シ
ョ

ン
副
局

長
）
１
名
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
・
オ

フ
ィ

サ
ー
（

プ
ロ

グ
ラ

ム
予

算
セ

ク
シ

ョ
ン
・
セ

ク
シ

ョ
ン

オ
フ

ィ
サ

ー
）

１
名

、
学

校
運

営
セ

ク
シ

ョ
ン

の
副

局
長

２
名

を
任

命
。

ダ
デ

ィ
ン

郡
と

ラ
ス

ワ
郡

の
そ

れ
ぞ

れ
に

、
D

E
O

１
名
が
配

置
さ
れ

た
。

  
 事
務
所

/ロ
ー
カ

ル
コ
ス

ト
 

D
O

E
に
よ
り
、
事

務
所
ス

ペ
ー
ス
と
備

品
、
会

議
・
セ

ミ
ナ

ー
室

の
提

供
、

90
3,

00
0 

ル
ピ

ー
に

値
す

る
。
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2:
 実

施
プ

ロ
セ
ス

 
評
価
項
目

 
質

問
 

調
査

結
果

 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
・
マ

ネ
ジ
メ
ン

ト
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体

制
は

適
切

か
？

 
     モ

ニ
タ

リ
ン

グ
体

制
は
適

切
か

？
 

       プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

任
命

、
配

置
は

適
切

か
？

  
 

・
 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

マ
ネ
ジ

メ
ン

ト
は
、
中

央
レ

ベ
ル

で
D

O
E
に

研
修

タ
ス

ク
フ

ォ
ー

ス
チ

ー
ム

を
、
 

地
方
レ

ベ
ル
で

隔
月

会
議
を

設
定
す
る

こ
と

で
、

効
率

的
に

行
わ

れ
て

い
る

。
隔

月
会

議
で

は
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
の
進

捗
や

課
題
が

、
D

O
E
、

D
E

O
、

SS
、

R
P、

V
D

C
 セ

ク
レ

タ
リ

ー
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
チ
ー

ム
と
パ

ー
ト
ナ

ー
N

G
O

の
参

加
に

よ
っ

て
共

有
さ

れ
て

い
る

。
  

・
 
意
思
決
定

は
以
上

の
チ
ー

ム
間

で
円
滑
に

行
わ

れ
、
日

常
的

に
は

、
D

O
E
に

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
マ

 
ネ
ー
ジ
ャ

ー
と
チ

ー
ム
リ

ー
ダ

ー
の
間
で

進
め

ら
れ

て
い

る
 

 ・
 

SS
と

R
P
は
学

校
訪
問

の
た

び
に
簡
易

レ
ポ

ー
ト

を
作

成
し

て
い

る
。

パ
ー

ト
ナ

ー
N

G
O

は
プ

ロ
 

ジ
ェ
ク

ト
に
月

例
報

告
書
を

提
出
し
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

結
果

を
報

告
し

て
い

る
。

ナ
シ

ョ
ナ

ル
ス

タ
ッ
フ
と
日

本
人
専

門
家
も

で
き

る
か
ぎ

り
現

地
で

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

行
っ

て
い

る
。

  
・
 
学
校
レ
ベ

ル
で
は

、
SM

C
と

教
師
と

PT
A
に

よ
っ

て
、

R
P
の

指
導

の
も

と
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
が

行
わ

 
れ
て
い
る

対
象
校

も
あ
る

。
  

・
 
対
象
校
か

ら
は

D
E

O
と

SS
と

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
に

よ
る

よ
り

頻
繁

な
学

校
訪

問
が

求
め

ら
れ

 
て
い
る
。

  
 ・
 
中
央
、
地
方
レ

ベ
ル
と

も
に
カ

ウ
ン
タ
ー

パ
ー

ト
の

配
置

は
適

切
で

は
あ

る
が

、
D

O
E
の

プ
ロ

ジ
ェ

 
ク
ト
・
マ
ネ

ー
ジ
ャ

ー
が
多

忙
す
ぎ
て

、
打

ち
合

わ
せ

や
議

論
の

時
間

を
も

つ
こ

と
が

難
し

い
。
ま

た
、
郡
レ

ベ
ル
で

は
、

D
E

O
と

SS
と

R
P
の

異
動

が
多

く
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

に
影

響
を

及
ぼ
し
て
い

る
。

  
 

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
間

の
コ

ミ
ュ

ニ
ー

シ
ョ

ン
は

良
好

か
？

  
      プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
認

識
や

認
知

は
十

分
か

？
  

 

・
 
郡
レ
ベ
ル

で
は
隔

月
会
議

が
関

係
者
の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
寄

与
し

て
い

る
。

中
央

レ
ベ

ル
で

 
は
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
事
務

所
が

D
O

E
内

に
在

る
こ

と
も

あ
り

、
両

者
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

良
好
に
行

わ
れ
て

い
る
。

 
・
 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
チ

ー
ム
と

パ
ー

ト
ナ
ー

N
G

O
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

ほ
ぼ

良
好

で
あ

る
。

 
・
 
郡
レ
ベ
ル

で
、

V
D

C
と

D
E

O
、

D
D

C
と

D
E

O
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

十
分

で
は

な
い

。
 

・
 

R
C
や
学
校

レ
ベ
ル

で
は
、

R
P
と

V
D

C
、

SM
C
、
校

長
、
パ

ー
ト

ナ
ー

N
G

O
間

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン

 
は
良
好
で

あ
り
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ
の

理
解

が
進

ん
で

い
る

。
 

 ・
 

D
E

O
の
カ
ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
の
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
理

解
は

、
ま

だ
足

り
な

い
メ

ン
バ

ー
も

い
る

。
  

・
 
両
郡
と
も

に
新
し

く
任
命

さ
れ

た
D

E
O

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

プ
ロ

ー
チ

や
目

的
を

十
分

理
解

す
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評
価
項
目

 
質

問
 

調
査

結
果

 
る
に
は
、

ま
だ
時

間
が
必

要
で

あ
る
。

 
・
 

R
C
レ
ベ
ル

で
は
、
と
く
に

R
P
は
学
校

を
指

導
し

活
性

化
す

る
キ

ー
パ

ー
ソ

ン
で

あ
る

た
め

、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト

へ
の
理

解
が
極

め
て

高
い
。

 
 

オ
ー
ナ
ー

シ
ッ

プ
 

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

と
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ
は

十
分

か
？

  
 

・
 

D
O

E
の

D
G

 や
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
・
マ
ネ

ー
ジ

ャ
ー

の
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

や
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
高

い
 が

、
他
の

メ
ン
バ

ー
の
オ

ー
ナ

ー
シ
ッ

プ
は

十
分

に
醸

成
さ

れ
て

い
る

と
は

い
え

な
い

。
  

・
 
郡
の

D
E

O
の
オ
ー

ナ
ー
シ

ッ
プ
は
、
任

命
さ

れ
た

ば
か

り
で

あ
る

た
め

、
い

ま
だ

不
足

し
て

い
る

。 
・
 

R
C
と
学
校

レ
ベ
ル

で
は

、
SM

C
や
教
師

が
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

ポ
ジ

テ
ィ

ブ
な

影
響

を
認

識
し

て
い

 る
た
め
、

コ
ミ
ッ

ト
メ
ン

ト
や

オ
ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

の
醸

成
も

進
ん

で
い

る
。

  
 

能
力

開
発

の
ア

プ
ロ
ー
チ

 
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
へ
の

C
D

の
ア
プ
ロ

ー
チ

は
適

切
か

？
 

・
 

D
O

E
と

D
E

O
 へ

の
能
力
強

化
は

O
JT

で
円

滑
に

進
め

ら
れ

て
い

る
。

 
・
 

20
09

年
に
行

わ
れ
た

カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー

ト
の

本
邦

研
修

で
は

、
7
名

の
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
が

 
日
本
の
教

育
シ
ス

テ
ム
を

学
び

、
ネ
パ

ー
ル

で
の

有
効

な
活

用
が

見
込

ま
れ

る
。

  
・
 
能
力
強
化

の
ア
プ

ロ
ー
チ

は
カ

ウ
ン
タ
ー

パ
ー

ト
に

よ
っ

て
適

切
で

あ
る

と
認

識
さ

れ
て

い
る

が
、

 
D

O
E

や
D

E
O

に
対
し

て
は

O
JT

の
み

で
は

な
く

、
マ

イ
ク

ロ
プ

ラ
ン

ニ
ン

グ
や

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
強
化
研

修
も
必

要
と
さ

れ
て

い
る
。

  
 

そ
の
他

  
   

そ
の

他
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の
実

施
過
程
で

生
じ

て
い

る
問

題
は

な
い

か
？

  
     対

処
策

は
講

じ
ら

れ
て
い

る
か

? 
 

・
 
カ
ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
の
異

動
が

進
捗
に
影

響
を

与
え

た
。

  
・
 
郡
レ
ベ
ル

で
の
カ

ウ
ン
タ

ー
パ

ー
ト
の
不

在
も

同
じ

く
進

捗
に

影
響

を
与

え
た

。
  

・
 
こ
の
他
に

も
頻
繁

な
停
電

、
ガ

ソ
リ
ン
不

足
、

治
安

状
況

、
バ

ン
ダ

の
頻

発
、

政
治

的
不

安
定

な
ど

 
が
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の
実

施
に

常
に
影

響
を

与
え

て
き

た
。

  
 

・
 
雨
季
に
は

、
が
け

崩
れ
な

ど
に

よ
り
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

が
ラ

ス
ワ

郡
の

対
象

校
を

モ
ニ

タ
ー

 
す
る
こ
と

が
困
難

で
あ
る

。
  

 ・
 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
チ

ー
ム
は

D
O

E
や

D
E

O
と

話
し

合
い

を
重

ね
て

い
る

。
 

・
 
ラ
ス
ワ
郡

の
経
験

や
教
訓

は
、

SS
PR

の
実

施
に

反
映

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
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3:
  

五
段
階

評
価

 

妥
当

性
 

評
価
項

目
 

質
問

 
調

査
結

果
 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
の

ニ
ー
ズ

  
上

位
目

標
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
、

対
象

グ
ル

ー
プ

の
ニ

ー
ズ

と
整

合
性

が
あ

る
か

？
 

 

・
 
対

象
校

は
、

教
育

の
質

を
高

め
、

未
就

学
・

不
登

校
の

子
ど

も
を

減
ら

す
た

め
に

、
学

校
運

営
能

力
を

向
上

す
る

必
要

が
あ

る
た

め
、

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

ニ
ー

ズ
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

一
致
し
て
い

る
。

 
・
 
ま
た
、
対

象
校
は

現
在

SI
P
作

成
が
終

わ
り

、
SI

P
実

施
に

向
け

て
運

営
能

力
の

強
化

を
必

要
と

し
て
い
る
。

 
・
 
し
か
し
な

が
ら
、

ネ
パ
ー

ル
で

は
、
多
く

の
小

学
校

は
SI

P
だ

け
で

は
賄

え
な

い
基

本
的

な
イ

ン
フ

ラ
や
教
師

不
足
の

問
題
を

抱
え

て
い
る
。

 
 

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

、
ネ

パ
ー

ル
の

国
家

開
発

計
画

、
教

育
セ

ク
タ

ー
計

画
、

そ
の

他
の

関
連

政
策

と
整

合
性

が
あ

る
か

？
 

 

・
 
ど
ち
ら
も

ネ
パ
ー

ル
国
の

教
育

政
策

SS
R

P(
20

09
-2

01
5)
と

一
致

し
て

い
る

。
  

・
 

E
FA

達
成

は
、
ネ
パ

ー
ル
国

の
政
策
に
打

ち
出

さ
れ

て
お

り
、

SS
R

P(
学

校
セ

ク
タ

ー
改

革
プ

ロ
グ

ラ
ム

・
20

09
-2

01
5)
の

基
礎

教
育

の
章

で
は

、
教

育
へ

の
平

等
な

ア
ク

セ
ス

と
教

育
の

質
の

向
上

が
明
記
さ
れ

て
い
る

。
 

・
 
こ
の
目
標

を
達
成

す
る
た

め
に

、
SS

R
P 

は
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
参

加
に

よ
る

SM
C

の
学

校
運

営
能

力
の
強
化
に

力
を
入

れ
る
方

針
で

あ
り
、
同

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

プ
ロ

ー
チ

と
一

致
し

て
い

る
。

SS
R

P
に
は
「

地
方
分

権
化
の

運
営

の
た
め
に

、
地

方
政

府
と

学
校

の
能

力
強

化
を

と
く

に
SM

C
､
PT

A
と

校
長
に
焦

点
を
あ

て
て
行

う
」

と
記
さ
れ

て
い

る
。

 
 

政
策
の
優

先
度

 

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

日
本

の
援

助
政

策
と

整
合

性
が

あ
る

か
？

  
・
 
ど
ち
ら
も
日

本
の
教

育
支

援
の
枠

組
み

で
あ
る
「
成

長
の
た
め
の
基

礎
教

育
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ

 (
B

E
G

IN
)」

で
打

ち
出

さ
れ
た
方

針
と
一

致
し
て
い
る
。

 
・
 

JI
C

A
ネ
パ
ー

ル
事

務
所

は
、
こ
れ

ま
で
も
、
教

育
分

野
の
支

援
を
長

く
行

っ
て
き
て
お

り
、
ネ
パ

ー
ル

の
E

FA
達
成
の
た
め
基
礎
教

育
の
支
援
を
行

う
こ
と
を
国
別

プ
ロ
グ
ラ
ム
で
強
調
し
て
い
る
。

  
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
対

象
国

の
開

発
課

題
に

対
し

て
効

果
を

あ
げ

る
戦

略
と

し
て

適
切

か
？

 
 

・
 
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
参

加
と

SM
C

の
能
力

開
発

に
よ

る
学

校
改

善
の

取
り

組
み

は
、

ネ
パ

ー
ル

国
の

地
方
分
権
化

と
教
育

戦
略
に

即
し

て
適
切
で

あ
る

。
  

・
 
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活

動
か

ら
引

き
出

さ
れ

た
教

訓
や

グ
ッ

ド
プ

ラ
ク

テ
ィ

ス
が

、
SS

R
P

の
戦

略
や

実
施
に
反

映
さ
れ

る
こ
と

が
期

待
さ
れ

る
。
と

く
に

ラ
ス

ワ
郡

は
、

SS
R

P
の

対
象

郡
で

も
あ

る
た

め
、
現
場

で
の
経

験
が

SS
R

P
に
重
要

な
示

唆
を

与
え

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
。

  
・
 

M
O

E
と

D
O

E
に
と
っ

て
は

、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

の
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
参

加
お

よ
び

地
域

資
源

活
用

の
ア

プ
ロ
ー
チ

が
最
も

認
識
さ

れ
て

お
り
、

M
O

E
は

地
方

分
権

化
を

視
野

に
、

M
O

LD
と

D
D

C
お

よ
び

V
D

C
の
資
金

を
教
育

セ
ク

タ
ー
に
配

分
す

る
よ

う
に

と
の

議
論

を
重

ね
て

い
る

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

デ
ザ
イ
ン

 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

選
定

は
適

切
か

？
  

・
 ２

郡
と
も

適
切

で
あ

る
。

ラ
ス

ワ
郡

は
、

SS
R

P
の

対
象

郡
の

ひ
と

つ
で

あ
る

こ
と

か
ら

相
乗

効
果

を
考
慮
し

て
選
定

さ
れ
、
ダ

デ
ィ
ン
郡
は

、
他

の
JI

C
A
案

件
と

の
シ

ナ
ジ

ー
効

果
を

見
込

ん
で

選

－92－



 

評
価
項

目
 

質
問

 
調

査
結

果
 

 
定
さ
れ
て

い
る
。

  
・
 
対
象

V
D

C
s 
は

地
域
の

ニ
ー

ズ
を
反
映

し
、

郡
関

係
者

の
会

議
に

よ
っ

て
選

定
さ

れ
た

。
  

・
 
対
象
校
は

、
対
象

V
D

C
の
全

て
の
小
学

校
が

選
定

さ
れ

て
い

る
た

め
、

公
正

で
あ

る
。

  
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

プ
ロ

ー
チ

に
他

へ
の

波
及

性
は

あ
る

か
？

 
 

・
 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
で

支
援
さ

れ
た

D
E

P
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
が

す
で

に
D

O
E
に

承
認

さ
れ

、
全

75
郡

に
配
布
さ
れ

た
こ
と

か
ら
も

、
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
の

ア
プ

ロ
ー

チ
は

他
へ

の
波

及
性

が
あ

る
こ

と
が

わ
か

る
。

  
・
 
対
象
郡
の

全
R

P
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
活

動
の

研
修

を
受

け
て

い
る

た
め

、
担

当
V

D
C
に

対
し

て
、

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
で

得
た
知

識
や

情
報
を
波

及
す

る
こ

と
が

可
能

で
あ

る
。
２

郡
と

も
す

で
に

R
P
に

よ
る
タ
ー

ゲ
ッ
ト

V
D

C
以
外

へ
の
普
及

は
始

ま
っ

て
い

る
。

 
 

日
本

の
技

術
協

力
の

優
位

性
は

あ
る

か
？

日
本

の
経

験
が

活
か

さ
れ

て
い

る
か
？

  
・
 
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
参

加
に
よ

る
学

校
運
営
の

ア
プ

ロ
ー

チ
は

、
す

で
に

ニ
ジ

ェ
ー

ル
や

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

 
な
ど
の
他

国
の

JI
C

A
案
件

に
よ
っ
て
実

施
さ

れ
て

い
る

た
め

、
こ

れ
ら

の
経

験
や

教
訓

を
生

か
し

て
の
取
り

組
み
が

で
き
る

。
ま

た
、
ネ

国
内

で
も

、
C

A
SP

が
20

04
年

か
ら

ノ
ン

フ
ォ

ー
マ

ル
教

育
分
野

で
、
コ

ミ
ュ

ニ
テ
ィ

ア
プ
ロ
ー

チ
に

取
り

組
ん

で
お

り
、

こ
の

成
果

や
経

験
も

活
用

し
て

い
る
。

 
・
 
中
央
、
地

方
、
コ

ミ
ュ
ニ

テ
ィ

レ
ベ
ル
の

能
力

開
発

に
よ

る
シ

ナ
ジ

ー
効

果
を

配
慮

し
た

手
法

は
、

 
日
本
の
支

援
の
特

徴
と
い

え
る

。
ま
た

、
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
活

動
に

お
け

る
ロ

ー
カ

ル
N

G
O

と
の

パ
ー
ト
ナ
ー

シ
ッ
プ

と
連
携

も
、

同
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

特
筆

す
べ

き
点

で
あ

る
。

 
 

事
前

評
価

以
降

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

と
り

ま
く

政
治

・
経

済
・

社
会

状
況

の
変

化
は

な
い

か
？

 
 

・
 
政

治
の

移
行

期
で

あ
り

、
経

済
的

悪
化

な
ど

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

開
始

時
か

ら
進

捗
に

影
響

を
与

え
て
き
た

。
バ
ン

ダ
も
増

加
し

、
道
路
封

鎖
の

た
め

、
対

象
校

や
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
へ

の
訪

問
に

支
障

を
生
じ
た

  
・
 
一
方
、
マ

オ
イ
ス

ト
政
権

下
で

は
、
社
会

包
摂

は
促

進
さ

れ
た

。
  

 
 有

効
性

（
予

測
）

 
評
価
項
目

 
質

問
 

調
査

結
果

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の
達
成

度
  

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

が
達

成
さ

れ
る

見
込

み
は

あ
る

か
？

  
い
く
つ
か

の
対
象

校
で
は

、
SM

C
は
す

で
に

作
成

し
た

SI
P

を
も

と
に

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
貢

献
と

自
助

努
力

に
よ

り
資

金
の

か
か

ら
な

い
活

動
や

低
資

金
で

ま
か

な
え

る
活

動
を

実
施

し
始

め
て

お
り

、
今

後
、

D
E

O
や
地
方
政

府
に
よ

る
技
術
的
・
経

済
的

支
援

が
強

化
さ

れ
れ

ば
、
対

象
校

が
資

金
を

得
て

SI
P

の
活
動
を

実
施
で

き
る
可

能
性

は
高
い
と

考
え

ら
れ

る
。

今
後

の
SI

P
実

施
と

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
よ

っ
て
、

SM
C

の
学
校
運

営
能
力

が
高
ま
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

た
め

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
が

達
成

さ
れ
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評
価
項

目
 

質
問

 
調

査
結

果
 

る
見
込
み

は
高
い

と
い
え

る
  

 詳
し
く
は

前
述

1:
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
目
標
の

達
成

を
参

照
。

 
成

果
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の
た

め
に

十
分

で
あ

る
か

？
  

 

・
 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

、
コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ
の
参

加
に

よ
り

SM
C

が
SI

P
を

計
画

、
実

施
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ
し

て
い

く
こ

と
に
よ

っ
て

、
SM

C
の

学
校

運
営

能
力

が
向

上
す

る
こ

と
を

目
指

し
て

お
り

、
成

果
と
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
目
標

の
関

係
は
整

合
性

が
あ

る
。

  
・
 
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
啓

発
活
動

に
よ

り
、
ほ
と

ん
ど

の
対

象
校

で
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

貢
献

は
顕

著
に

増
加

 
し
て
お
り

、
結
果

と
し
て

学
校

の
環
境
や

教
育

の
質

が
向

上
し

始
め

て
い

る
。

  
 

・
 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

、
既
存

の
研

修
シ
ス
テ

ム
で

用
い

ら
れ

る
教

材
の

改
善

を
試

み
て

お
り

、
修

正
さ

 
れ
た
マ
ニ

ュ
ア
ル

や
教
材

は
、

今
後
、
他

地
域

で
も

D
E

O
や

SS
、

 R
P、

SM
C

の
能

力
強

化
の

た
め
に
有

効
に
活

用
さ
れ

る
見

通
し
で
あ

る
。

  
・
 
対
象
郡
で

の
ロ
ー

カ
ル

N
G

O
と
の
連
携

は
有

効
に

機
能

し
て

お
り

、
こ

の
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
の

手
 法

や
経
験

が
SS

R
P
の

戦
略
に

提
言
さ
れ

る
予

定
で

あ
る

。
  

・
 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
達
成

の
た

め
に
は
、

SI
P
実

施
と

V
E

P
と

D
E

P
の

改
訂

に
重

要
な

役
割

を
果

す
 D

E
O

お
よ
び

SS
、

R
P

の
能

力
が
、
今

後
の

活
動

の
な

か
で

さ
ら

に
強

化
さ

れ
る

必
要

が
あ

る
。

現
状
で
は

人
員
不

足
や
能

力
不

足
に
よ
り

、
SI

P、
V

E
P

お
よ

び
D

E
P

の
支

援
が

十
分

に
行

わ
れ

て
い
な
い
。

D
E

O
に

つ
い
て

は
、
対
象

校
の

抱
え

る
教

育
の

質
の

問
題

を
解

決
す

る
た

め
に

、
学

校
に
技
術
的

支
援
を

行
い
学

校
間

の
格
差
を

埋
め

る
努

力
が

さ
ら

に
求

め
ら

れ
よ

う
。

  
 

成
果

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
目
標

の
関

係
 

外
部

条
件

は
現

時
点

で
も

正
し

い
か

？
満

た
さ

れ
る

可
能

性
は

高
い
か

？
  

・
 
す
べ
て
の

外
部
条

件
が
正

し
く

、
満
た
さ

れ
る

可
能

性
は

高
い

。
  

・
 
と
く
に
、

SI
P
へ
の
予

算
配
分

や
、

D
D

C
と

V
D

C
の

予
算

は
確

実
に

増
加

す
る

見
込

み
で

あ
る

。
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評
価
項

目
 

質
問

 
調

査
結

果
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
の

阻
害

要
因

は
あ

る
か

？
  

       そ
の

対
処

策
は

講
じ

ら
れ

て
い

る
か
？

  
 

・
 
選
挙
が
実

施
さ
れ

て
い
な

い
こ

と
に
よ
り

D
D

C
と

V
D

C
の

代
表

者
が

不
在

で
あ

る
こ

と
か

ら
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
実

施
に
支

障
を

生
じ
て
い

る
。

  
・

 
移

行
期

の
不

安
定

な
政

情
化

で
は

、
学

校
で

の
ソ

ー
シ

ャ
ル

オ
ー

デ
ィ

ッ
ト

は
困

難
で

あ
る

場
合

が
み
ら
れ
る

。
  

 
・
 
不
利
な
立

場
に
い

る
学
校

は
、
そ
も
そ
も

基
礎

的
な

イ
ン

フ
ラ

や
教

師
が

決
定

的
に

不
足

し
て

お
り

、
SI

P
を

実
施
す

る
資
金

源
を
獲

得
す
る
の

も
困

難
な

状
況

で
あ

る
。

  
・
 
パ
ー
ト
ナ

ー
N

G
O

と
の
協
働

は
成
果
を

産
出

す
る

た
め

に
大

変
有

効
に

働
い

て
い

る
が

、
反

面
、
パ

ー
ト
ナ
ー

N
G

O
の
存

在
に
よ

り
、

D
E

O
,D

D
C
お

よ
び

V
D

C
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

へ
の

オ
ー

ナ
ー
シ
ッ
プ

の
醸
成

が
遅
れ

る
側

面
は
見
ら

れ
る

。
 

 ・
 

SM
C
研
修
を

通
し
て

、
さ

ら
に
資
金
源

の
確

保
、
運

営
能

力
に

つ
い

て
の

強
化

研
修

が
行

わ
れ

る
見

通
し

で
あ

る
。

ま
た

、
教

師
研

修
や

運
営

に
つ

い
て

も
、

SI
P

に
含

ま
れ

る
よ

う
指

導
が

行
わ

れ
て

い
る
。

  
・

 
地

方
の

政
治

的
問

題
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

介
入

す
る

こ
と

が
難

し
い

外
的

要
因

で
あ

る
が

、
成

果
１
と
２
を

産
出
す

る
た
め

に
は

、
大
き
な

影
響

を
受

け
る

。（
透

明
性

、
V

E
P
と

D
E

P
作

成
な

ど
）

 
・
 

SS
と

R
P
の
役

割
を
明

確
化

し
、
パ
ー

ト
ナ

ー
N

G
O

の
支

援
の

も
と

、
SS

と
R

P
を

主
役

に
し

て
、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

と
学

校
へ

の
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

を
行

う
こ

と
と

し
た

。
こ

の
よ

う
な

政
府

組
織

と
非

政
府

組
織

の
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
の

あ
り

方
は

、
現

場
の

有
効

事
例

お
よ

び
教

訓
と

し
て

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

の
提
言

に
加
え

ら
れ

る
見
込
み

で
あ

る
。

  
 

 
  効

率
性

 
評
価
項
目

 
質

問
 

調
査

結
果

 
成
果
の
達

成
度

 
 

成
果

の
産

出
は

計
画

ど
お

り
か

？
 

成
果

1 
は
、

SM
C

の
意
識

向
上
に
よ
り

ほ
と

ん
ど

の
対

象
校

で
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

ニ
ー

ズ
を

反
映

し
た
現
実
的

な
SI

P
が

作
成
さ

れ
、
す
で

に
資

金
の

か
か

ら
な

い
活

動
や

低
資

金
で

ま
か

な
え

る
活

動
か

ら
実
施
が

開
始
さ

れ
て
い

る
。
ま
た
、
資
金

源
を

求
め

て
積

極
的

に
動

く
学

校
も

あ
り

、
十

分
に

成
果

の
産
出

が
行

わ
れ

て
い
る

。
成

果
２
は

、
SI

P、
V

E
P、

D
E

O
の

連
携

と
整

合
性

の
強

化
を

は
か

る
べ

く
活
動
中
で

あ
り
、

対
象
地

の
V

E
P

と
D

E
P

は
改

訂
の

過
程

に
あ

る
。

成
果

３
は

、
成

果
１

と
２

の
結

果
を
も
と

に
、
来

年
か
ら

具
体

的
に
提
言

が
図

ら
れ

る
予

定
で

あ
る

。
  

 詳
し
く
は

添
付

3-
1;
成
果

の
達

成
を
参
照

。
  

成
果

と
活

動
の

関
係

  
成

果
産

出
の

た
め

に
、

そ
れ

ぞ
れ

の
活

動
は

十
分

で
あ

っ
た

か
？

 
成
果
を
十

分
に
産

出
す
る

た
め

に
以
下
の

活
動

が
不

足
し

て
い

た
面

が
あ

り
、
今

後
強

化
さ

れ
る

こ
と

が
望
ま
し
い

。
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評
価
項

目
 

質
問

 
調

査
結

果
 

 
・
 

SI
P
を

実
施
す

る
た
め

の
財
源

に
ア
ク
セ

ス
す

る
機

会
や

技
術

が
、

SM
C
に

は
い

ま
だ

不
足

し
て

い
る
。
資
金

確
保
の

た
め

の
技
術

支
援
、

D
E

O
に

よ
る

SI
P
の

レ
ビ

ュ
ー

と
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

、
D

E
O
、

D
D

C
、

V
D

C
 に

よ
る

SI
P
支

援
の
た
め

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
活

動
が

不
足

し
て

い
る

。
 

・
 
学
校
間
で

の
情
報

交
換

と
SI

P
実

施
の
グ

ッ
ド

プ
ラ

ク
テ

ィ
ス

の
共

有
な

ど
の

活
動

が
、

今
後

の
効

率
性

の
向

上
の

た
め

に
求

め
ら

れ
る

。
優

良
校

へ
の

ス
タ

デ
ィ

ツ
ア

ー
や

、
表

彰
式

な
ど

も
考

え
ら

れ
る
。

  
 

・
 

R
C

-T
O

T
の

内
容
が

、
SM

C
や

PT
A
メ

ン
バ

ー
に

は
難

し
す

ぎ
た

た
め

、
内

容
を

簡
略

化
し

、
研

修
の
長
さ

な
ど
も

再
考
す

る
こ

と
が
検
討

さ
れ

て
い

る
。

 
 

外
部

条
件

は
現

時
点

で
も

正
し

い
か

？
外

部
条

件
の

影
響

は
な

い
か

？
 

 

・
 
す
べ
て
の

外
部
条

件
が
適

切
で

あ
る
。

  
・
 
バ
ン
ダ
な

ど
の
治

安
状
況

に
よ

り
、
活
動

に
影

響
を

受
け

た
。

  
・
 
住
民

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
を

理
解

し
協

力
し

て
い

る
が

、
な

か
に

は
、

SI
P

能
力

強
化

ア
プ

ロ
ー

チ
が
理
解

し
に
く

い
た
め

か
、

直
接
的
な

物
的

支
援

を
求

め
る

住
民

も
い

る
。

  
 

 
成

果
産

出
を

阻
害

す
る

要
因
が

あ
る
か
？

      対
処

策
は

講
じ

ら
れ

て
い

る
か

? 
 

・
 
郡
レ
ベ
ル

で
D

E
O
、

SS
、

R
P
の
異
動
が

活
動

に
影

響
し

た
。
外

部
条

件
に

加
え

る
必

要
が

あ
ろ

う
。
 

・
 

D
E

O
の
人
員
不
足

と
技
術

不
足
が
、
成
果

１
と

２
に

影
響

を
与

え
て

い
る

。
ま

た
、

D
E

O
の

V
E

P
へ
の
役
割

と
責
任

が
明
確

で
は

な
い
。

 
・

 
ラ

ス
ワ

郡
の

僻
地

校
へ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

に
よ

る
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
は

、
と

く
に

雨
季

は
困

難
で
あ
る
。

  
 ・
 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
チ

ー
ム
は

D
O

E
、

D
E

O
と

話
し

合
い

を
重

ね
て

い
る

。
D

E
O

の
役

割
と

責
任

に
つ

い
て
は
提

言
に
盛

り
込
む

予
定

。
 

 
投

入
の

タ
イ

ミ
ン

グ
 

日
本

、
ネ

パ
ー

ル
双

方
の
投
入

の
質
、
量
、

タ
イ

ミ
ン

グ
は

活
動

の
実

施
に

効
果

的
で

あ
っ

た
か

？
 

 

<日
本

側
> 

・
 
専

門
家

の
配

置
は

、
ネ

パ
ー

ル
の

学
校

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

に
合

わ
せ

て
調

整
を

必
要

と
し

た
が

、
お

お
む
ね
適
切

で
あ
っ

た
。

  
・

 
機

材
も

最
小

限
に

抑
え

適
切

な
タ

イ
ミ

ン
グ

で
供

与
さ

れ
て

い
る

。
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
に

よ
る

メ
ン
テ
も
ほ

ぼ
十
全

で
あ
る

。
  

 
・

 研
修

日
程

を
ネ

パ
ー

ル
の

学
校

休
暇

な
ど

を
兼

ね
合

わ
せ

て
設

定
す

る
の

が
、

当
初

困
難

で
あ

っ
た

が
、
２
年

次
に
は

解
決
さ

れ
た

。
  

・
 
カ
ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
本
邦

研
修

は
、
業
務

を
支

障
が

生
じ

な
い

時
期

に
設

定
さ

れ
た

。
  

・
 
パ
ー
ト
ナ

ー
N

G
O

は
現
場
に

張
り
付
き

、
成

果
産

出
に

効
率

的
に

働
い

た
。

  
 <ネ

パ
ー
ル
側

> 
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評
価
項

目
 

質
問

 
調

査
結

果
 

・
 
郡
レ
ベ
ル

の
主
要

な
カ
ウ

ン
タ

ー
パ
ー
ト

の
異

動
が

起
こ

り
、

効
率

性
に

支
障

を
与

え
た

。
  

・
 
事
務
所
ス

ペ
ー
ス

と
会
議

室
の

供
与
は
適

切
に

行
わ

れ
た

。
  

 
 

類
似

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
比

較
し

て
、

成
果

は
、

投
入

予
定

の
コ

ス
ト

に
見

合
っ

た
も

の
か

？
  

 

・
 
今
の
と
こ

ろ
、
対

象
校
は

質
の

高
い

SI
P
を

作
成

し
、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
気

づ
き

や
参

加
も

顕
著

に
高
ま
っ
て

い
る
こ

と
か
ら

、
成

果
は
コ
ス

ト
に

見
合

っ
て

効
率

的
に

産
出

さ
れ

て
い

る
と

い
え

る
。

  
投
入
コ
ス

ト
 

JI
C

A
の

他
の

教
育

セ
ク

タ
ー

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

の
連

携
は

行
わ

れ
て

い
る

か
？

他
ド

ナ
ー

と
は

ど
う

か
？

 

・
 

C
A

SP
 や

SH
N

P
な

ど
他
の

JI
C

A
教

育
案

件
と

の
連

携
は

十
分

に
行

わ
れ

、
主

要
と

な
る

情
報

交
換
が
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の
効

率
性

に
寄
与
し

て
い

る
。C

A
SP

と
は

対
象

を
同

じ
く

す
る

V
D

C
の

V
E

P
を
共
有
し

た
。
ま

た
、
学

校
建

設
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

、
ダ

デ
ィ

ン
郡

の
対

象
V

D
C
に

６
校

の
小

学
校

建
設
を
行

う
こ
と

が
決
定

し
て

お
り
、
学

校
環

境
の

改
善

が
図

ら
れ

る
。

  
 ・
 

D
E

P
の
計
画

プ
ロ
セ

ス
に
お

い
て
、

IN
G

O
で

あ
る

W
or

ld
 E

du
ca

tio
n
と

は
、
双

方
の

活
動

進
捗

状
況
を
細

か
に
情

報
交
換

し
て

い
る
。

W
or

ld
 E

du
ca

tio
n
は

、
D

E
P
と

V
E

P
と

SI
P
の

連
携

を
図

る
政

策
的

な
枠

組
み

作
り

を
支

援
し

て
お

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
提

言
を

は
か

る
う

え
で

も
、

連
携
が
重
要

と
な
る

。
ま
た

、
ダ

デ
ィ
ン
郡

、
ラ

ス
ワ

郡
と

も
に

W
or

ld
 E

du
ca

tio
n
の

対
象

郡
で

も
あ
り
、

W
or

ld
 E

du
ca

tio
n
の

ス
タ
ッ
フ

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

D
E

P
オ

リ
エ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

に
参

加
し
た
り
、

W
or

ld
 E

du
ca

tio
n
で
作
成
し

た
訓

練
教

材
を

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
活

用
し

た
り

し
て

い
る

。
 

 
 イ

ン
パ

ク
ト

（
予
測

）
 

評
価
項
目

 
質

問
 

調
査

結
果

 
上

位
目

標
の

発
現

は
見

込
ま
れ

る
か
？

  
 

・
 
対
象
校
が

作
成
し

た
SI

P
に

は
、
不
利

な
立

場
に

置
か

れ
た

子
ど

も
た

ち
を

学
校

に
通

わ
せ

る
た

め
の
様
々
な

活
動
が

計
画
さ

れ
て

お
り
、
多

く
の

学
校

が
、

SM
C

や
教

師
、

PT
A

に
よ

る
就

学
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
、

家
庭

訪
問

、
奨

学
金

供
与

、
文

房
具

の
配

布
な

ど
を

す
で

に
実

施
し

て
い

る
。

こ
の

点
か

ら
み

て
、

対
象

校
に

よ
る

活
動

は
現

地
の

就
学

率
と

退
学

率
の

改
善

に
貢

献
す

る
こ

と
は

予
測

さ
れ

る
。

し
か

し
、

対
象

地
域

の
貧

困
状

況
や

地
方

分
権

化
の

動
向

を
考

慮
す

る
と

、
上

位
目

標
を

達
成
す
る
見

込
み
は

不
確
実

で
あ

る
。

 
・
 
上
位
目
標

を
達
成

す
る
た

め
に

は
、
学
校

運
営

改
善

を
支

援
し

、
V

E
P

と
D

E
P

を
改

訂
す

る
役

割
を
果
す
は

ず
の

D
D

C
/D

E
C
や

V
D

C
/V

E
C

 が
十

分
に

機
能

し
て

い
な

い
。

  
 

上
位
目
標

の
達

成
 

上
位

目
標

の
達

成
に

よ
る

相
手

国
の

開
発

計
画

へ
の

イ
ン

パ
ク

ト
は

見
込

め
る
か
？

SS
R

P
は
、

基
礎
教

育
に
お

い
て
就
学
率

と
退

学
率

を
改

善
す

る
こ

と
を

明
記

し
て

お
り

、
上

位
目

標
が

達
成
さ
れ

れ
ば
、

明
ら
か

に
ネ

国
の
同
教

育
開
発

計
画

に
影

響
を

与
え

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
。
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評
価
項

目
 

質
問

 
調

査
結

果
 

上
位

目
標

の
達

成
に

対
し

、
阻

害
要

因
は

あ
る

か
？

  
 

・
 
対
象
地
域

の
就
学

率
と
中

退
率

の
改
善
は

、
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

自
助

努
力

と
、

SM
C
の

能
力

強
化

お
よ
び

SI
P
実
施

だ
け
は

解
決

で
き
な
い

深
刻

な
社

会
経

済
問

題
を

含
ん

で
い

る
。

僻
地

の
少

年
、

少
女

た
ち

は
家

計
を

助
け

る
た

め
に

、
都

市
へ

の
出

稼
ぎ

な
ど

で
学

校
を

離
れ

る
こ

と
が

多
く

、
こ

れ
ら
の
動
き

は
、
家

庭
訪
問

な
ど

の
住
民
の

努
力

だ
け

で
は

止
め

ら
れ

な
い

問
題

で
あ

る
。

  
・
 
上
位
目
標

を
達
成

す
る
た

め
に

重
要
な

D
D

C
/D

E
C

, V
D

C
/V

E
C

 の
役

割
と

責
任

が
、
選

挙
さ

れ
た

代
表
者
の

不
在
に

よ
り
、

十
分

に
果
さ
れ

て
い

な
い

。
 

 
ネ

パ
ー

ル
国

の
政

策
・

戦
略

へ
の

影
響

は
想

定
さ

れ
る

か
？

  
 

・
 

SS
PR

開
発
予

算
の

3.
5%

 が
地
方
レ
ベ

ル
の

能
力

開
発

に
割

り
当

て
ら

れ
る

こ
と

に
な

っ
て

お
り

、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

学
校
運

営
の

能
力
開
発

の
ア

プ
ロ

ー
チ

が
こ

こ
に

反
映

さ
れ

る
見

込
み

で
あ

る
。

  
・
 

D
O

E
 は

、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

ア
プ
ロ
ー

チ
の

う
ち

、
と

く
に

プ
ロ

セ
ス

重
視

で
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
参

加
を

行
っ

て
い

る
こ

と
、

現
地

資
源

の
活

用
を

促
進

し
て

い
る

こ
と

を
評

価
し

て
お

り
、

こ
れ

ら
が

、
SS

R
P
の
基

礎
教
育

の
戦
略

に
適
用
で
き

る
と

考
え

て
い

る
。

  
 

教
育

セ
ク

タ
ー

に
お

い
て

他
援

助
機

関
へ

の
影

響
は

想
定

さ
れ

る
か

？
 

 

・
 
他
の
ド
ナ

ー
に
対

し
て
も

、
現

場
の
経
験

を
踏

ま
え

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

SM
C

能
力

強
化

の
ア

プ
ロ
ー
チ
が

影
響
を

与
え
る

こ
と

が
期
待
さ

れ
る

。
  

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動
の
影
響

  

社
会

・
文

化
・

環
境

面
で

の
正

負
の

イ
ン

パ
ク

ト
は

想
定

さ
れ

る
か

？
  

 

・
 
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
で

は
、

す
で

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

よ
る

ポ
ジ

テ
ィ

ブ
な

イ
ン

パ
ク

ト
が

発
現

し
て

い
る
。
例

え
ば
、
住
民
の

教
育
意

識
が
上
が

り
、
将

来
の

展
望

に
つ

い
て

考
え

る
よ

う
に

な
っ

た
こ

と
、

教
師

と
親

の
関

係
が

良
好

に
な

り
、

教
師

の
職

務
態

度
が

改
善

さ
れ

た
こ

と
、

生
徒

た
ち

も
、

不
登

校
児

の
家

庭
訪

問
、

学
校

改
善

活
動

な
ど

に
参

加
す

る
よ

う
に

な
り

、
よ

り
規

律
が

守
ら

れ
る

よ
う

に
な
っ
た

こ
と
、

な
ど
で

あ
る

。
 

・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・

デ
ザ

イ
ン

に
社

会
包

摂
が

統
合

さ
れ

て
い

る
た

め
、

現
在

の
と

こ
ろ

、
コ

ミ
ュ

ニ
テ
ィ
に
対

す
る
負

の
イ
ン

パ
ク

ト
は
見
受

け
ら

れ
な

い
。

  
 

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

関
係

は
適

切
か

？
  

 

・
 
対

象
地

の
と

く
に

山
間

遠
隔

地
の

経
済

社
会

状
況

や
学

校
環

境
の

不
整

備
さ

を
鑑

み
て

、
上

位
目

標
と
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

目
標
の

間
に

は
ギ
ャ
ッ

プ
が

あ
る

。
 

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

関
係

  
 

外
部

条
件

は
現

時
点

で
も

適
切

か
？

満
た

さ
れ

る
可

能
性

は
高

い
か

？
  

・
 
適
切
で
あ

り
、
満

た
さ
れ

る
可

能
性
は
高

い
。

  
・
 
た
だ
し

、
以
下

の
外
部

条
件
を

付
け
加
え

る
こ

と
が

適
切

で
あ

る
。「

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
経

済
状

況
が

さ
ら
に
悪

化
し
な

い
。
」
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自
立

発
展
性

（
見
込

み
）

 
評
価
項
目

 
質

問
 

調
査

結
果

 
政

策
支

援
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

も
継

続
す

る
か

？
 

 

・
 

SS
R

P 
(2

00
9-

20
15

)が
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

の
ア

ウ
ト

カ
ム

を
支

援
し

て
い

く
見

込
み

で
あ

る
。

 
・
 

M
O

E
と

/D
O

E
は
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の

モ
デ

ル
を

他
地

域
に

普
及

し
て

い
く

こ
と

を
考

え
て

お
り

、
D

O
E

 は
す
で
に
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
支

援
し

た
D

E
P 

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

を
全

75
郡

に
配

布
し

て
い

る
。

  
・
 

D
O

E
 は

、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

ア
プ
ロ
ー

チ
の

う
ち

、
と

く
に

プ
ロ

セ
ス

重
視

で
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
参

加
を

行
っ

て
い

る
こ

と
、

現
地

資
源

の
活

用
を

促
進

し
て

い
る

こ
と

を
評

価
し

て
お

り
、

こ
れ

ら
が

、
SS

R
P
の
基

礎
教
育

の
戦
略

に
適
用
で
き

る
と

考
え

て
い

る
。

  
 

政
治
・
制

度
面

  
 

制
度

は
整

備
さ

れ
て

い
く

か
？

  
 

・
 

SS
R

P
の

プ
ロ

セ
ス

の
な

か
で

制
度

化
は
進

む
見

込
み

で
あ

り
、

同
時

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

提
言

も
こ
れ
に
寄

与
す
る

見
込
み

で
あ

る
。

  
 

ネ
パ

ー
ル

側
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
の

運
営

能
力

は
十

分
に

強
化

さ
れ

て
い

る
か

？
  

  

・
 
運
営
能
力

は
十
分

に
開
発

さ
れ

つ
つ
あ
る

。
  

・
 

D
O

E
の
カ
ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
の
能
力
は

強
化

さ
れ

つ
つ

あ
る

が
、
さ

ら
に

マ
イ

ク
ロ

プ
ラ

ン
ニ

ン
グ

や
モ
ニ
タ

リ
ン
グ

の
研
修

は
必

要
で
あ
る

。
  

・
 

D
E

O
は
新
し
く
任

命
さ
れ

た
ば
か
り
で

あ
る

た
め

、
ま

た
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
参

加
に

よ
る

学
校

運
営

を
指
導
し
て

い
く
能

力
が
求

め
ら

れ
る
。

  
・
 

R
C
レ
ベ
ル

と
学
校

レ
ベ
ル

で
、

R
P
や

SM
C
の

運
営

能
力

や
組

織
能

力
は

向
上

し
て

い
る

。
ま

た
、

SM
C
や
校
長

の
運
営

能
力
は

研
修
に
よ

り
向

上
し

て
い

る
が

、
今

後
の

SI
P
実

施
と

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

お
よ
び
資

金
管
理

の
た
め

に
、

さ
ら
に
重

点
的

な
追

加
研

修
が

必
要

で
あ

る
。

  
 

組
織
・
財

政
面

 
    

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
も

、
効

果
的

な
支

援
を

継
続

し
て

い
く

組
織

能
力

は
実

施
機

関
に

あ
る

か
？

  
 

・
 
学
校
運
営

を
技
術

的
か
つ

財
政

的
に
支
援

す
る

た
め

に
、

D
O

E
と

D
E

O
の

組
織

能
力

は
更

に
強

化
さ
れ
る
必

要
が
あ

る
。

 
・
 
学
校
や

R
C
の

レ
ベ
ル

で
は
、
現
場
で
の

実
践

に
よ

り
SM

C
や

教
師

や
R

P
の

組
織

能
力

は
比

較
的

開
発
さ
れ

て
い
る

。
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実
施

機
関

お
よ

び
関

係
者

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
十

分
に

確
保

さ
れ

て
い

る
か

？
 

   

・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・

マ
ネ

ー
ジ

ャ
ー

の
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

と
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
十

分
で

あ
る

が
、

他
の

D
O

E
の
カ
ウ
ン

タ
ー
パ

ー
ト
は
強
化

さ
れ

る
必

要
が

あ
る

。
 

・
 
郡
レ
ベ
ル

で
は
、

D
E

O
が

異
動
し
た
ば

か
り

で
、
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

と
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

と
も

に
こ

れ
か
ら
で

あ
る
。

  
・
 

R
C
レ
ベ
ル

と
学
校

レ
ベ
ル

で
は
、
住

民
や

教
師

な
ど

が
学

校
運

営
の

改
善

を
十

分
に

認
識

し
始

め
た

た
め
、
オ

ー
ナ
ー

シ
ッ
プ

は
醸

成
さ
れ
始

め
て

い
る

。
ラ

ス
ワ

郡
で

は
、

SI
P
を

使
っ

て
、

D
D

C
や

V
D

C
や

A
ct

io
n 

A
id

な
ど
に

予
算
申
請

を
始

め
た

学
校

も
あ

る
。
ダ

デ
ィ

ン
郡

で
も

、
学

校
が

自
ら

D
D

C
や

V
D

C
、

D
E

O
や
他

の
IN

G
O

や
ド

イ
ツ

政
府

な
ど

に
予

算
申

請
を

始
め

て
い

る
。

  
・

 
親

や
住

民
は

、
学

校
の

あ
り

方
に

関
心

を
も

つ
よ

う
に

な
り

、
自

分
の

意
見

が
通

る
と

分
か

り
始

め
た
た
め
、

以
前
よ

り
学
校

の
運

営
に
対
し

て
意

見
を

表
明

す
る

よ
う

に
な

っ
た

。
  

 
ネ

パ
ー

ル
側

は
、

活
動

を
継

続
す

る
た

め
の

予
算

措
置

を
行

っ
て

い
る
か

？
 

 

・
 

D
O

E
に
よ

る
SI

P 
予

算
は

、
ノ
ン
サ

ラ
リ

ー
経

常
経

費
な

ど
の

名
目

で
今

後
増

加
さ

れ
、

継
続

的
に

学
校

の
生

徒
数

に
応

じ
て

配
布

さ
れ

て
い

く
見

込
み

で
あ

る
。

ま
た

、
小

額
で

は
あ

る
が

、
パ

フ
ォ
ー
マ
ン

ス
の
良

い
学
校

に
対

し
て
、
追
加

資
金

を
配

布
す

る
取

り
組

み
も

あ
り

、
そ

の
一

部
は

SI
P

実
施
に
も

活
用
で

き
る
。

  
・
 
対
象
郡
で

は
、
D

D
C
や

V
D

C
の
教
育
に

対
す

る
予

算
割

り
当

て
は

増
加

し
て

い
く

傾
向

で
あ

る
が

、
SI

P
実

施
の
た

め
に
同

予
算
を

使
え
る
か

ど
う

か
は

、
そ

れ
ぞ

れ
の

学
校

の
SM

C
の

能
力

に
か

か
っ

て
い
る
の

が
現
状

で
あ
る
。
ダ

デ
ィ
ン
郡

D
D

C
に

お
け

る
メ

デ
ィ

ア
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
の

動
き

が
、
僻

地
の
学
校

に
裨
益

す
る
可

能
性

も
あ
る
。

 
・
 
対
象

V
D

C
で
は
、

す
で
に

SI
P
や

V
E

P
作

成
費

用
（

会
議

費
、

訪
問

費
な

ど
）

を
、

V
D

C
の

資
金
か
ら
賄

っ
て
い

る
と
こ

ろ
も

あ
る
。

  
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
技

術
協

力
の

ア
プ
ロ
ー

チ
は

受
容

さ
れ

つ
つ

あ
る

か
？

 
 

・
 

D
O

E
に
は
十
分
に

理
解
、

受
容
さ
れ
て

い
る

。
  

・
 
ま
た
、

D
E

O
、

SS
、

R
P、

教
師
、

SM
C

 と
住

民
に

も
、
そ

の
能

力
強

化
ア

プ
ロ

ー
チ

は
徐

々
に

理
解
さ
れ
つ

つ
あ
る

。
 

 

技
術
面

 

実
施

機
関

が
普

及
の

メ
カ

ニ
ズ

ム
を

理
解

し
、

維
持

で
き

る
技

術
は

確
保

さ
れ

て
い

る
か

？
 

 

・
 

D
O

E
 は

す
で
に
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
が
支
援

し
た

D
E

P
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
を

75
郡

に
配

布
し

た
。

 
・
 

D
E

O
の
技
術
強
化

は
今
後

の
課
題
で
あ

る
。

 
・
 

R
P
は
、
学
校
運

営
改
善

の
指
導

を
行
う
キ

ー
パ

ー
ソ

ン
で

あ
る

が
、
そ

の
技

術
は

パ
ー

ト
ナ

ー
N

G
O

の
支
援
と

他
の

R
P
と
の

相
互

学
習
か
ら

十
分

に
開

発
さ

れ
つ

つ
あ

る
。

R
P
が

担
当

す
る

タ
ー

ゲ
ッ

ト
V

D
C
以
外
の

学
校
へ

の
普

及
は

V
D

C
側

か
ら

の
リ

ク
エ

ス
ト

の
声

も
多

く
、
す

で
に

R
P
に

よ
っ
て
始
ま

っ
て
い

る
。
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